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序   文 

 

独立行政法人国際協力機構は、エルサルバドル共和国（以下、「エルサルバドル」）政府と 2014

年 2月 4日に討議議事録（R/D）を署名し、技術協力プロジェクト「東部地域野菜農家収益性向上

プロジェクト」を 2014年 5月から 2018年 5月まで実施しました。本報告書は、文献調査や質問

票、インタビュー調査を基に評価結果を取りまとめたものです。 

本調査の実施にあたりご協力をいただいた内外の関係者の方々に深い感謝の意を表します。 

 

2018 年 8月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 宍戸 健一
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略語 

略語 西語／英語 日本語 

CAS Centro de Acopio y Servicio 集荷・サービスセンター 

CENTA Centro Nacional de Tecnolog?a Agropecuaria y Forestal 国立農牧林業技術センター 

ENA Escuela Nacional de Agricultura 国立農業学校 

FANTEL 
El Fondo Especial de los Recursos Provenientes de la Privatización 
de la Administración Nacional de Telecomunicaciones 

電信電話公社民営化特別基金 

GAP 

(西語：BPA) 
Good Agricultural Practice  (Buena Práctica Agrícola) 農業生産工程管理 

Horti Oriente 
Proyecto para la Mejora de la Rentabilidad de Productores de 
Hortalizas en la Región Oriental de El Salvador 

東部地域野菜農家収益性向上プロジェクト 

IFAD 

(西語：FIDA) 

International Fund for Agricultural Development (Fundación 
Internacional del Desarrollo Agricuitural) 

国際農業開発基金 

MAG Ministerio de Agricultura y Ganadería 農牧省 

PAF Plan de Agricultura Familiar 家族農業計画 

PASE Programa de Alimentación y Salud Escolar 学校給食プログラム 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PRODEMORO 
Proyecto de Desarrollo y Modernización Rural para la Región 

Oriental 

東部地域農村開発近代化プロジェクト

（IFAD の支援による） 

PROPA-Oriente Proyecto para el Apoyo a Pequeños Agricultores en la Zona Oriental 東部地域零細農家支援プロジェクト 

SHEP Smallholder Horticulture Empowerment and Promotion 小規模園芸農家支援 

SHEP フェーズ 1 Smallholder Horticulture Empowerment Project 小規模園芸農民組織強化計画プロジェクト 

SHEP PLUS 
Smallholder Horticulture Empowerment and Promotion Project for 
Local and Up-scaling 

地方分権下における小規模園芸農民組織強

化・振興プロジェクト 

SHEP UP Smallholder Horticulture Empowerment and Promotion Unit Project 
小規模園芸農民組織強化・振興ユニットプロ

ジェクト 

TICAD Tokyo International Conference on African Development アフリカ開発会議 

ToT Training of Trainers 研修指導者のための研修 
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評価調査結果要約表（和文） 
1. 案件の概要 

国名：エルサルバドル共和国 案件名：東部地域野菜農家収益性向上プロジェクト 

分野：農業 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）： 3.9 億円 

 

協 力

期間 

（R/D）：2014 年 2 月 4 日 先方関係機関：農牧省（MAG）アグリビジネス課、 

       国立農牧林業技術センター（CENTA） 

協力期間：2014 年 5 月 29～2018

年 5 月 28 日 (4 年間) 

日本側協力機関：なし 

他の関連協力： なし 

1-1 協力の背景と概要 

エルサルバドル共和国（以下、「エルサルバドル」）では、農業はGDPの約12.7％を占めて

おり、労働人口の約22％が従事する重要な産業である。エルサルバドルでは、1979年以降、ゲ

リラ勢力と政府軍との間で内戦が続いたが、1992年に和平合意した後には、帰還兵・帰還難民

の経済的自立と農業振興を目的とした農業改革が実施され、土地の細分化が進んだ。そのた

め、農家の多くは零細（農地面積3ha以下で、自給自足のための農業生産を主として行う農家

層）であり、全農家の約80％を占めている状況である。これら零細農家は、市場・金融へのア

クセスや生産技術を有せず、農村部の貧困層を形成している。 

エルサルバドル国内で、特にそのような問題が顕著なのが東部地域（ウスルタン県、サン・

ミゲル県、モラサン県、ラ・ウニオン県）であり、零細農家の割合が高い最貧困地域となって

いる。同地域では、主としてトウモロコシ等の基礎穀物の他に、ピーマンやトマト等の野菜類

が生産されており、零細農家の多くも自給用の野菜を栽培し、一部を販売している。同地域は

他地域と比較して農業生産性が低いことから、零細農家の農業生産技術指導による農業生産性

向上のための取り組みが進められている。これら零細農家への農業技術指導については、農

業・林業分野の技術研究開発と普及を担うCENTAが実施しており、近年の同センターの活動

により、有機農法や簡易ハウスを用いた栽培技術が普及しつつある。  

その一方で、当該地域の零細農家による市場や技術へのアクセスは未だに限定的である。そ

のため多くの零細農家・農業協同組合は、生産物を大手流通業者以外の仲買人に販売してお

り、大手流通業者への販売を通じたスーパーマーケット等への販路を持っていないのが実態で

ある。このような状況を改善するためには、零細農家の組織化や市場のニーズに合致した品

質・量の農産物を生産することにより価格交渉力の強化を行うとともに、バリューチェーンに

おける上流から下流（卸売、小売等）への販路を構築・強化することが課題となっている。 

「東部地域野菜農家収益性向上プロジェクト（Horti Oriente）」は、これらの課題に対して、

SHEP アプローチ（Smallholder Horticulture Empowerment and Promotion Approach）1を活用して、

エルサルバドル東部 4 県において、対象農家グループが有機栽培や簡易ハウスを用いた野菜栽

                                                   
1 農家が「作ってから売る」から「売るために作る」ようになること、即ち市場に始まり市場に終わる「ビジネスとしての

農業」を柱として、農家とその他アクターとの情報の非対称性を緩和することで、商取引を効率化させることを目的とす

る。加えて、現場の農家の視点に立って考案した「動機づけ理論」と、緻密な活動の相関とロジックを用いた「モチベーシ

ョン向上とスキル強化」を駆使した取り組みでもある。 
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培等の有用栽培技術及び経営改善手段を取り入れ、市場適応力の改善を行うことにより、対象

農家グループの野菜販売による収益性向上を図り、東部地域の野菜生産農家グループの市場ア

クセス改善に寄与するものである。4 年間の協力期間中、SHEP アプローチに沿う形で以下の一

連の活動の流れを毎年 4 月から翌年 3 月までの 1 年間で計 3 回実施することが計画されてい

る。2014-2015 年に「第 1 活動サイクル」が実施され、2015-2016 年に「第 2 活動サイクル」が

実施された。2016 年からは「第 3 活動サイクル」が実施された。 

今回の終了時評価では、プロジェクトの投入実績・達成度を確認・評価するとともに、今後

のプロジェクト活動に対する提言や類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的とす

る。 

1-2 協力内容 

対象地域であるエルサルバドル東部 4 県において、SHEP アプローチを活用して、対象農家

グループが野菜栽培等の有用栽培技術及び経営改善手段を取り入れ、収益の向上を実現する。 

(1) 上位目標 

農牧省/農牧林業技術センターにより Horti Oriente の知見を使った農家支援が継続的に行われ

る。 

(2) プロジェクト目標 

対象野菜生産農家グループの野菜販売による収益が向上する。 

(3)成果 

1) 対象野菜生産農家グループの市場適応力や経営手法が改善される。 

2) 市場のニーズに応じた生産を行うための有用栽培が対象野菜生産農家グループに適用さ

れる。※有用栽培技術には収穫後処理も含む。 

(4) 投入（2018 年 1 月時点） 

日本側：総投入額 3.9 億円 

専門家派遣：専門家 6 名（専門家 5 名、国内本邦研修管理 1 名）、本邦研修：23 名（2 コース）、

課題別研修：2 名（2 コース）、現地業務費支出：356,444 米ドル2 

相手国側：  

カウンターパート配置：累計 34 名(MAG17 名、CENTA17 名)、MAG ローカルコスト支出：

589,006 米ドル、CENTA ローカルコスト支出：240,598 米ドル（カウンターパート給与等）、

事務所施設提供：サンサルバドル市内の MAG 内プロジェクト事務所およびサン・ミゲル市内

CENTA サン・ミゲル事務所内プロジェクト事務所。 

2. 評価調査団の概要 

日本側 (1) 総括/評価分析 

(2) 協力企画 

(3) 協力企画 

高砂 大 

井上 泰輔 

Luis Miguel 

Vásquez 

JICA 農村開発部農業・農村開発第二グループ（企画役） 

JICA エルサルバドル事務所 企画調査員 

JICA エルサルバドル事務所 ナショナルスタッフ 

                                                   
2平成 30 年 3 月の JICA 公定レートは、US１ドルが、106.78 円となっている。 
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エルサルバ

ドル側 

Lic. Luis Vargas 

Ing. Keny Escamilla  

Ing. Francisco Torres 

Ing. José Alfredo Alarcón  

Ing. Walter Martínez 

MAG 農業経済局長 

MAG 農業経済局アグリビジネス課長 

CENTA 技術移転普及局長 

CENTA 技術移転普及局職員 

CENTA 東部地域代表 

期間 2018 年 3 月 5 日～3 月 15 日 評価種類：終了時評価調査 

3.  評価結果の概要 

3-1  実績の確認 

（１）成果の達成状況は以下のとおりである。 

成果１：対象野菜生産農家グループの市場適応力や経営手法が改善される。 

達成状況：概ね達成された 

 

指標 1-1：対象農家グループの 60%以上が、以前よりも有利に生産物を販売できるようにな

る。 

達成状況：概ね達成された 

プロジェクトのエンドライン調査3の結果は以下のとおり。 

 調査対象 26 グループ中 14 グループ（54％）が、市場調査の結果に基づいて販路を拡

大・変更している。 

 終了時評価の聞き取り調査では、市場調査の結果を踏まえて直ぐにバイヤーを変更し

たが、売り上げの増加に結びついていなかったというグループや世帯の話や、これまでの

「待ち」の姿勢から彼らが有している市場の情報を使ってバイヤーと交渉することを始

めているグループの話を聞くことが出来た。未だ結果が出ていない場合もあるが、彼らな

りに出来る範囲やレベルで有利な販売を実践している事例が確認できた。今後このよう

なグループがさらに増えることが期待できる。 

 

指標 1-2：対象農家グループの 50%が次のいずれかの経営改善手法を実施適用している：年

間作付計画に基づいた出荷、作付作物の多様化、市場調査、売り上げ管理等 

達成状況：達成された 

プロジェクトのエンドライン調査の結果は以下のとおり。 

 調査対象 26 グループ中、売上管理を 69％（18 グループ）、市場調査を 73％（19 グルー

プ）、年間作付計画を 42％（11 グループ）、作付多様化を 42％（11 グループ）が実施し

ている。結果、上記いずれかの経営改善手法を実施しているのは 88％（23 グループ）にの

ぼる。なお、個人で野菜栽培を行っている農家の状況を見ると、今回回答が得られた個人

で野菜生産を行っている 181 世帯のうち、作付計画を行っている世帯は 80%（145 世帯）、

会計管理を行っている世帯は 57%（103 世帯）、農作業記録を管理している世帯は 56%（102

世帯）となり、上記いずれかを行っている世帯は 91%（164 世帯）にのぼる。 

                                                   
3 エンドライン調査の内容、結果について：エンドライン調査ではプロジェクトで対象とした対象農家グループ及び対象農

家に対して質問票による調査を実施した。そのうち 37 グループ、254 世帯から回答を得ることが出来た（内 181 世帯は個

人でも野菜を生産する農家）。また、ベースライン調査と比較可能なものは、26 グループ、150 世帯。なお、プロジェクト

で支援したグループは 43 グループであるが、そのうち 6 グループは治安の悪化、グループ内の問題等により活動が中断さ

れていることから、エンドライン調査からは除いている。 
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 終了時評価の聞き取り調査では、本プロジェクトとこれまでのプロジェクトの大きな違

いについて、農家が市場を知り、売り上げ管理等の経営管理について学び、実践する機会

を得られたことだと、農家グループ及び CENTA 普及員から言及された。これまで農家は

作ることは知っていても売ることや経営することは知らなかったが、本プロジェクトによ

りその課題が改善されたという話から、農家にとって必要なことが、分かり易く伝達され

たことにより、多くの対象農家で経営改善手法が実践されたと考える。 

 

指標 1-3：作成された市場適応力や経営手法についての手引き及びグッドプラクティス 

 達成状況：達成された 

 2018 年 3 月現在、アグリビジネス課が SHEP アプローチを取り入れた業務ガイドライン

「技術支援と村落経営評価業務の手法」と冊子「グッドプラクティス」を作成し、印刷中

である。これらは、プロジェクト目標のみならず上位目標の達成に向けて、C/P 機関である

MAG アグリビジネス課がイニシアティブをとり、CENTA と何度も意見交換、ワークショ

ップ等を経て作成しており、結果 MAG の現状の業務及び農家支援サイクルの中で使いや

すい内容になっている。ガイドラインと冊子は、既に MAG における承認プロセスが終了

し、印刷が完了次第関係者に配布される。今後これらを使って MAG と CENTA の関係者、

更には農業普及に関係する人材に対しても広く研修を実施する計画があることが、終了時

評価時の MAG 大臣との協議でも確認されている。 

 また、これらガイドラインと冊子の基となる素材を使って、既に全国の CENTA の地域

の代表及び支所長等を対象とした研修、東部地域の支所長及び普及員、MAG が実施してい

るコミュニティ菜園プログラムや他国の支援による農業普及プロジェクトの関係者に対し

て活用され、普及員の市場志向型農業についての能力強化に貢献している。 

 

成果２：市場のニーズに応じた生産を行うための有用栽培が対象野菜生産農家グループに

適用される。*有用栽培技術には収穫後処理も含む。 

達成状況：達成された 

 

指標 2-1：対象農家の 50%が市場ニーズに対応した適切な栽培技術を適用している。 

達成状況：達成された 

プロジェクトのエンドライン調査では以下のとおり。 

 個人で野菜を栽培する農家（181 世帯）の 45%（81 世帯）が、市場のニーズに応じて、

品種の選定、品質改善、選果、作期変更などを実施しており、新作物の導入を図ったのは

46%（84 世帯）である。結果、いずれかの市場のニーズに応じた適切な栽培技術を適用し

ているのは 65%（117 世帯）にのぼる。 

 他の指標と同様にグループ栽培と個人栽培に分けてみると、エンドライン調査の対象と

なった 37 グループの内、24 グループが農牧省植物衛生局（DGSVA）の GAP （農業グッド

プラクティス）のセミナーを受講し、査察を受け、GAP 履行状況証明書を受理している。

結果、グループ栽培が中心である第 1 活動サイクルと第 2 活動サイクルでは、調査対象 21

グループのすべてが GAP セミナーを受講し、査察を受け、GAP 履行状況証明書を受理して

おり、全てのグループが市場ニーズに対応した適切な栽培技術を適用していると言える。

個人栽培が中心である第 3 活動サイクルでは、個人で野菜を栽培している世帯（66 世帯）

の内、品種の選定、品質改善、選果、作期変更などを実施した、あるいは新作物の導入を図
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った農家は 73%（48 世帯）にのぼる。 

 

指標 2-2：作成された有用栽培技術研修用カリキュラム及び教材 

 達成状況：達成された 

有用栽培技術研修用教材 5 種（野菜マニュアル No.1「野菜栽培総論」、野菜マニュアル

No.2「キュウリ栽培」、野菜マニュアル No.3「トマト栽培」、野菜マニュアル No.4「ピーマ

ン栽培」、野菜マニュアル No.5「メロン栽培」）及び、有用栽培技術研修実施用フリップチ

ャート 3 種（野菜フリップチャート No.1「キュウリ栽培」、野菜フリップチャート No.2「ト

マト栽培」、野菜フリップチャート No.3「ピーマン栽培」）を作成済。加えて、会計帳簿・

農作業記録簿、会計・農作業記録研修実施用フリップチャートを作成済みである。これら

マニュアルとフリップチャートはプロジェクトチームと普及員の意見交換を経て作成して

おり、現地で実際に活動する普及員のアイデアが十分取込まれている。 

普及員にこれらマニュアルとフリップチャートの使い勝手について確認したところ、必

要な情報がコンパクトにまとめられており、理解しやすい内容であるという声が聞かれた。

特に、これまであまり経験のない農家経営に関連する、会計帳簿・農作業記録簿、会計・

農作業記録簿については、市場志向型農業の実践には必要不可欠なものであり、その研修

用教材として高い評価を得ていた。今後の改善点としては、視覚的に訴えるもの、挿絵等

を多く活用したもの等、よりユーザーフレンドリーな内容にするとさらに良いとの声があ

った。 

 

（２）プロジェクト目標の達成状況は以下のとおりである。 

対象野菜生産農家グループの野菜販売による収益が向上する。 現地の栽培条件に適し、市場ニーズを踏まえた園芸技術が対象地域の農家に普及される。 

達成状況：概ね達成された 

 プロジェクト目標の達成を測る指標 1 及び指標 2 について、現時点での達成状況を見る

と、指標 1 については、第 1、第 2、第 3 活動サイクル全てにおいて「農家グループ」を

対象とすると、目標とする指標にわずかに達していない。しかしながら、グループへの支

援を中心とした第 1 及び第 2 サイクルにおける農家グループでの達成度合い、個人栽培農

家の支援を中心とした第 3 サイクルにおける個人栽培農家での達成度合いをみると、プロ

ジェクトが目標としている「収益の増加」は概ね達成していると考えられる。また、指標

2 については、プロジェクト実施の過程で育成された人材が当初予定を上回る人数となっ

ており、目標とする指標は十分達成している状況である。 

 

指標１：対象農家グループの 60%以上が、野菜販売による収益(売上－コスト*)を増加させる。 

*種苗、肥料・農薬等の購入費、作物の運搬費等の生産・販売・管理コスト。人件費もコスト

に含む。 

達成状況：概ね達成された 

プロジェクトのエンドライン調査では以下のとおり。 

 野菜のグループ栽培を実施し調査対象となった 26 グループ全体では、ベースライン年

次とエンドライン年次を比べて収益が増加したのは 15 グループ（58%）であり、目標と

する指標にわずかに達していない。 

 しかしながら、本プロジェクトでは第 1 活動サイクル、第 2 活動サイクルではグループ

への支援を中心に行い、第 3 活動サイクルでは基本的には個人農家への支援を中心に行っ

ている（第 3 活動サイクルで対象としている農家グループは 5 グループあるが、グループ
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としての組織力は脆弱なグループも含まれている）。これらを勘案した上でプロジェクト

目標を活動サイクルごとにみると、グループ栽培が活動の中心である第 1 活動サイクルで

は 10 グループ中 7 グループ（70%）、第 2 活動サイクルでは 11 グループ中 7 グループ

（64%）の収益が増加している。また、個人栽培が活動の中心である第 3 活動サイクルで

みると、グループについては 5 グループ中 1 グループ（20%）しか収益が増加していない

が、活動の中心としている個人農家については、回答のあった 71 世帯のうち 44 世帯

（62％）が収益を増加させていることになる。 

ただし、Horti Oriente の農家グループにおける収益の増加の状況は複雑である。それは

同国の当該地域の有する野菜生産面及び販売面での難しさからきている。野菜の生産面で

は気候の影響による栽培施設の倒壊、洪水や干ばつにより野菜の生産に大きな打撃を受け

ることが多いこと、販売面ではフォーマル市場への販売のハードルが高いこと、ローカル

マーケットへの参入が難しいことがあげられる。このような状況の中、Horti Oriente で

は、生産物の増産、販売による収益の増加のみならず、グループとしての経営手法の改善

や効率的な農業の実施等による支出の削減により、収益をあげているケースもみられる。 

 

指標 2： Horti Oriente の普及方法を習得した MAG、CENTA の職員が合計 26 人以上になる。 

達成状況：達成された 

 2018 年 1 月時点において、業務を通じて普及方法を習得した職員数は、MAG9 人、CENTA 

21 人の 30 人である。かれら 30 人はプロジェクト実施の中で、Horti Oriente の実践を支援

し、対象農家の市場適応力や経営手法、有用栽培技術の能力強化を行った。 

 なお、プロジェクトでは MAG アグリビジネス課が中心となり、Horti Oriente での経験に

基づき SHEP アプローチを大きく取り入れた業務ガイドライン「技術支援と村落経営評価

業務の手法」を作成し、CENTA の東部地域以外の普及員 36 人を対象とした研修を実施し

たり、その他独自に実施している農業普及活動や他ドナーが実施している「農畜産業マー

ケティングプロジェクト」に関係する 12 人の普及員に対しても同様の研修を行ったりして

いる。これらの人材について、その後の実務での研修結果の具体的な活用状況について確

認出来ていないが、これらの人材が今後東部地域及び東部地域外で Horti Oriente の経験に

基づいた、エルサルバドルに適した市場志向型農業の普及を担うことになることが期待さ

れる。 

3-2  評価結果の要約 

(1) 妥当性：高い 

  本プロジェクトは、エルサルバドル政府の「国家 5 カ年計画 2014 年～2019 年」の目標１

「家族、企業、国の機会創出と繁栄のため国内経済を活性化させる」の中の 1.1「生産活動の多

角化：特に取引される財・サービスの生産と食糧安全保障に重点を置いた生産活動の多角化」

に合致する。また、特に零細農家の割合が高く貧困度合いの高い地域となっている東部地域へ

の協力は、日本の対エルサルバドル支援方針との整合性を有しており、本件実施の妥当性は高

い。なお、野菜生産及び販売による生計向上の支援については、同地域の喫緊の課題となって

おり、本プロジェクトで用いている SHEP アプローチは農家が市場志向型農業を実践するため

の協力として、同国の開発課題の解決に貢献するものとしてエルサルバドル側関係者からも高

く評価されている。 

 

(2) 有効性：中程度 

本プロジェクトの 2 つの成果「農家グループの市場適応力や経営手法が改善される」及び「市
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場のニーズに応じた生産を行うための有用野菜技術が農家グループに適用される」は、プロジ

ェクト目標を達成するために必要かつ十分な農家グループの能力強化である。プロジェクトの

実施を通じて、これら 2 つの成果が算出されたことにより、プロジェクト目標も概ね達成され

ている。 

 ただし、これら能力強化が達成された場合でも、台風による栽培施設の倒壊、洪水あるいは

旱魃の影響により生産物が大きなダメージを受けたり、予測していたほど生産物の価格が安定

しなかったりすることがあり、結果プロジェクト目標である野菜販売による収益が向上するこ

とに繋がらないケースも見られた。 

 

(3) 効率性：中程度 

本プロジェクトに対する日本側及びエルサルバドル側の投入は概ね適切であり、各種投入及

び活動も計画通り実施された。また、アウトプット算出のための活動についても、市場適応力

や経営手法の改善についてはその分野の知見や経験を有する MAG アグリビジネス課が担い、

有用栽培技術の支援についてはその分野の知見や経験を有する CENTA が担い、それぞれ役割

分担を行いかつ情報共有をしながら協力を実施した。ただし、第 1 活動サイクル及び第 2 活動

サイクルにおいては、全ての対象農家グループに農業普及員を配置することが出来ず、いくつ

かの農家グループでは必要な技術支援が十分でない出来ないケースもあった。 

 

(4) インパクト（上位目標の達成見込み）：比較的高い 

1）上位目標への貢献 

 上位目標の達成に向けて、2018 年 3 月時点で既に具体的な取組が行われていることが確認で

きた。ひとつは東部地域のみならず全国レベルの MAG や CENTA の関係者を交えて、Horti 

Oriente の知見と経験をまとめた業務ガイドライン「技術支援と村落経営評価業務の手法」を作

成したこと、さらにはこのガイドラインを使って、既に全国の一部の普及員に対して研修を実

施していることである。更に MAG アグリビジネス課は、Horiti Oriente の経験を野菜栽培以外

（乳製品、豆類等）の分野にも活用することを検討中であり、これらを進めることが出来れば

上位目標を達成する可能性は高いと思われる。 

 

2）その他のインパクト：本プロジェクトのインパクトとして、次のようなことが確認できた。 

・農村地域での現金収入機会及び雇用機会の提供 

・地域の若者の巻込み、若者への労働機会の提供 

・農家グループ間でのネットワークの構築 

・経営の多様化による農家グループの収益の向上及びリスク削減 

・教育省の学校給食プログラムとの連携 

 

(5) 持続性：比較的高い 

 本プロジェクトはエルサルバドル政府の政策と合致しており、実際に、アグリビジネス課は

全国区で Horti Oriente の経験を活用した活動を行うことを計画し、既にそれらに必要な教材の

作成、大臣レベルでの承認の取り付けも行い、加えてこれまでにも既存の教材を活用して全国

レベルの農業普及の関係者に対して研修等を実施している。今後政府の体制が大きく変わらな

い限り、本プロジェクトの手法が東部地域以外にも展開される可能性は高いと考えられる。 

 

1） 組織的・政策的持続性 
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 「国家 5 カ年計画 2014 年～2019 年」の次の国家計画においても、零細農民への支援、生産活

動の多角化等の市場志向型農業への支援は継続されると思われる。本プロジェクトで蓄積され

た知見と経験の持続的な実施には、その担い手の中心となる MAG と CENTA の連携が重要と

なるので、今後、さらに市場志向型農業の普及についての両者の連携を強化し、農家グループ

の収益向上に資する農業普及の支援体制の強化を確立する必要がある。 

 

2） 財政的持続性 

 MAG 及び CENTA の関係者が、農家グループへの支援をより適切に必要な頻度で出来る実施

体制を構築できることが望ましく、加えて、より多くの農家グループへの支援を行うためには、

さらなる人材育成も必要となり、そのために必要な予算の確保が必要である。人材育成につい

ては、既に MAG と CENTA の連携により今後実施することが計画されており、また MAG と

CENTA 以外の農業関係者にも研修を実施することが協議されている。今後、今回のプロジェク

トの成果を基に、MAG 及び CENTA 内で、市場志向型農業の推進に必要な予算の確保がなされ

ることを期待する。 

 

3） 技術的持続性 

 本プロジェクトでは①市場適応力や経営手法及び②有用野菜技術を中心に関係者の能力強化

を行いながら、農家グループへの支援を行ってきた。これまでプロジェクトに関わってきた

MAG 及び CENTA の関係者には、これらの知識と経験が十分定着している。また、①について

は、実際に農業普及員が農家グループに直接支援することは新しいことではあるものの、必要

な教材及び研修内容は確立されており、実際にプロジェクトに参加している農業普及員にとっ

ても研修を受けることにより無理なく農家グループへ支援できるものである。②については、

既に MAG や CENTA が有している知識とともに、施設栽培についてもプロジェクトの実施に

より各種マニュアル等の教材を整備している。これまで育成された人材を活用しつつ、教材を

使って新たに人材育成をすることにより、技術面での持続性は十分あると思われる。 

 

3-3 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

・SHEP アプローチ適用の効果 

Horti Oriente では SHEP アプローチの視点に基づき、農家自身の主体性を醸成し、市場のニー

ズに基づいた野菜生産及び販売を行い、市場志向型農業を実践することで農家の収入向上を目

指した。SHEP アプローチは C/P 機関である MAG アグリビジネス課にも深く理解され、また

Horti Oriente で力を入れた市場適応力や経営手法の改善については、現場の普及員及び農家グ

ループからもその有効性についての評価が高かった。結果、SHEP アプローチを基に、Horti 

Oriente の知見と経験を踏まえた業務ガイドライン「技術支援と村落経営評価業務の手法」と冊

子「グッドプラクティス」が MAG 省内でも承認されるなど、SHEP アプローチの本プロジェク

トへの適用の効果は大きい。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

・MAG アグリビジネス課の SHEP アプローチの理解と取組 

MAG アグリビジネス課の Horti Oriente の主要な関係者の SHEP アプローチに対する理解の深

さとそれに基づいた積極的な取組が、プロジェクトの効果発現に寄与した。これは、プロジェ

クトチームの日頃からの関係者への働きかけ、丁寧な説明や助言が、このような状況の醸成に
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貢献したと思われる。結果、多様な関係者との連携による事業の実施、限られた人材での事業

の実施、天候や市場の影響による農家グループの収益向上の難しさ等がある中、粘り強くプロ

ジェクトを実践することに繋がった。 

・適切なプロジェクトデザインの修正 

プロジェクトでは関係者との協議、運営指導調査、中間評価調査等の機会を使い、適切にプ

ロジェクトデザインの修正を行った。具体的には、対象農家グループの選定方法、東部地域で

の活動の強化、MAG と CENTA の役割分担並びに連携体制の強化、PDM の修正による活動並

びにプロジェクト目標や成果等の指標の明確化を行った。結果、より効果的・効率的に事業を

実施することに繋がった。 

 

3-4 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関する事、実施プロセスに関すること 

・対象農家グループについて 

Horti Oriente で対象とした東部地域の農家グループは非常に多様性があった。結果、第 1 活動

サイクルは大手スーパー等フォーマルな市場への販売の可能性があり、正式に登録され、かつ

施設栽培の経験も有する農家グループ、第 2 活動サイクルは施設栽培の経験を有する正式に登

録された農家グループあるいは未登録の農家グループ、第 3 活動サイクルは一部第 2 活動サイ

クルと同様の場合もあるが、その殆どは未登録の農家グループあるいは近隣の農家の集まりを

農家グループとしたケースが多かった。結果、基本的な SHEP アプローチの適用について大き

な変化はなかったものの、それぞれの特徴に応じた市場適応力や経営手法の支援、農業技術の

支援が必要となった。 

 

(2）実施プロセスに関すること 

・気候に関すること 

Horti Oriente で対象とした東部地域では、台風によるネットハウスの倒壊、乾季の干ばつ被

害、雨季の洪水被害、高温多湿による病虫害等が発生する。これに対処するためのコストの拡

大、農家グループのやる気の減退への影響は大きかった。コストの拡大に関しては経営手法の

改善の強化により対処し、また農家グループの動機付けにはプロジェクト関係者が丁寧なサポ

ートを行った。しかしながら、一部の農家グループでは残念ながら活動を中断したり、停止し

たりせざるを得ない結果となった。 

 

・治安に関すること 

治安状況も特に適切な市場の開拓、より有利な生産物の販売の実現にマイナスの影響を与え

た。治安の状況により、市場調査の実施や新たな市場の開拓が制限されることになり、生産物

の管理や輸送等についても少なからず影響があった。 

 

・限られた人材と普及員の異動について 

市場志向型農業の普及の鍵となる農業普及員の人数が限られていること、特にプロジェクト

実施期間中に普及員の配置等について大きな変更があったことは、プロジェクトの効果発現に

影響を与えた。 

 

3-5 結論 

本プロジェクトは、エルサルバドル側実施機関の政策及び対象地域のニーズと合致している。

また、SHEP アプローチの視点に沿う形で、「農家選定とビジョン・目的の共有」、「農家の気づ
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き促進」、「農家による計画作り」、「解決方法の提供」の 4 フェーズに沿って実施しているプロ

ジェクトデザインもカウンターパート機関である MAG アグリビジネス課、CENTA 及び対象農

家グループからの評価は高い。 

プロジェクト目標の達成及び成果の発現については、一部の指標が未達成のものもあるが、

プロジェクト目標としては概ね達成される見込みであること、C/P 機関である MAG アグリビ

ジネス課と CENTA には必要な知見と経験が蓄積されていることが確認できた。よって、本プ

ロジェクトは当初予定どおり、討議議事録（R/D）記載の期間である 2018 年 5 月をもって終了

する。 

今後は、MAG と CENTA が中心となって Horti Oriente で対象とした農家グループへの継続支

援及び他の農家グループへの農家主体の市場志向型農業の普及、さらには東部地域以外の全国

レベルでの農家主体の市場志向型農業の普及を、Horiti Oriente の知見と経験を活用して進めて

いくことが期待される。 

3-6 提言 

(1) MAG と CENTA の連携の継続及び強化 

Horti Oriente は、対象農家グループの市場適応力や経営手法について支援するための能力強

化と、市場のニーズに応じた生産を行うための有用栽培技術の能力強化を通じて、対象農家グ

ループの野菜販売による収益の向上、市場志向型農業の実践を支援してきた。今後も継続的に

両方の分野について支援を行うためには、MAG と CENTA の連携の継続が必要である。加えて、

今後さらに多くの農家グループに市場志向型農業の普及を目指した農業普及を支援するために

は、日々農家グループに対して農業サービスを提供している CENTA の普及員が、これまでの

農業技術の支援に加えて、市場適応力や経営手法についても支援出来る様に、MAG と CENTA

の連携を強化することが必要不可欠である。 

またより機能的に連携を継続・強化するためには、MAG と CENTA が、これまで支援してき

た東部地域での継続的なサポート及び今後の全国レベルでの Horti Oriente の知見と経験を普及

するための活動計画の策定、それぞれの組織での予算の確保、連携した普及活動の実施、及び

モニタリング・評価の実施も必要である。 

 

(2) より多くの人材育成の実施 

Horti Oriente の知見と経験を持続的に実施し、全国レベルで普及するためには、より多くの人

材の育成は必要不可欠である。 

1） MAG の関係者に対する「農家主体の市場志向型農業」研修をアグリビジネス課職員が

実施する。 

2） CENTA の関係者に対する「農家主体の市場志向型農業」研修を CENTA 研修部が実施し

ている各種能力強化研修の一つとしてカリキュラムに加え、定期的に実施する。同研修

の中で、業務ガイドライン「技術支援と村落経営評価業務の手法」、冊子「グッドプラク

ティス」、有用栽培技術研修用教材を使った研修を実施する。そのために、MAG アグリ

ビジネス課と CENTA 技術移転普及局が共同で研修を計画、実施する。 

3） MAG と CENTA の支援のもと、国立農業学校（ENA: Escuela Nacional de Agricultura）で

業務ガイドライン「技術支援と村落経営評価業務の手法」、冊子「グッドプラクティス」、

有用栽培技術研修用教材等を使って、市場志向型農業の普及に必要な研修を実施する。 

4） MAG と CENTA は、農業系の大学や NGO に対する市場志向型農業の普及に必要な研修

を実施する。 

 

(3) 上位目標の指標の変更（PDM の変更） 
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上位目標「農牧省/農牧林業技術センターにより Horti Oriente の知見を使った農家支援が継続

的に行われる」に関する指標及び入手手段を、以下のとおり変更する。 

＜指標＞ 

① 【変更前】プロジェクト終了後に Horti Oriente の知見を使って支援された農家数が、

720 以上になる。（農家数 720 の算出根拠：20 農家×12 グループ/年×3 年） 

【変更後】プロジェクト終了後に Horit Oriente の知見を使って支援された農家グルー

プ数が、36 以上になる。（農家グループ数 36 の算出根拠：12 グループ/年×3 年） 

② 【変更前】新たに支援を受けた農家の 60％以上が、農業生産物の販売による収益を増

加させる。 

【変更後】新たに支援を受けた農家グループの 60％以上が、農業生産物の販売による

収益を増加させる。 

＜入手手段＞ 

【変更前】事後調査 

【変更後】MAG アグリビジネス課のモニタリング報告書 

 

変更理由：MAG の支援方法としては、農家グループを通じた支援が中心となるため、実情に合

わせて変更する。 

 

(4) 東部地域におけるアグリビジネスフォーラムの継続実施 

これまで支援してきた農家グループの継続的なサポートの一つとして、アグリビジネスフォ

ーラムを、今後少なくとも年に 2 回（予算等が確保できた場合には追加的に開催）の開催が望

ましい。生産面や販売面において、農家同士で学ぶこと、農家自身が新たな情報（市場ニーズ、

農業資機材や農業金融等の情報）を得ることによる効果が大いに期待できる。知見の共有や学

び合いの場、農家同士の解決策の提供の場、新たなネットワークの構築の場として、アグリビ

ジネスフォーラムの開催が必要。 

 

(5) MAG 主催による Horti Oriente のモニタリング会議の実施 

プロジェクト終了後 3 年間、MAG 主催による Horti Oriente のモニタリング会議を年に 1 回開催

する。この会議の中で、上位目標達成にむけた活動の進捗状況について、関係機関で情報共有

及び意見交換等を行う。 

3-7 教訓 

(1) 多様なアクターの巻込みによる農業普及人材の確保 

他の中米地域と同様に、エルサルバドルにおいても公的機関の農家グループに農業普及を

行う普及員の数には限りがある。公的機関を軸としつつも、他のドナーが支援する類似プロ

グラムの普及員、地方自治体で雇用されている普及員、地域に存在する農業分野に関係する

NGO や民間企業の普及員等を巻き込んで、彼らの能力強化を行い、農家グループに市場志

向型農業に必要な支援を行うこと、そのための仕組み作りを行うことが、広く農業普及サー

ビスを提供することや持続的な支援に効果的と考えられる。 

 

(2) 多様な市場の可能性の確認とそれに対応した支援 

 Horti Oriente で対象とした地域が対象と出来る可能性のある市場は多様であった。大手ス

ーパー等フォーマルな市場、地方都市の市場、地域内の定期市、公的機関の給食プログラム

等の政府が関係する市場、さらには隣近所への販売の事例も聞かれた。対象とする農家グル

ープ層が多様であったことも関連するが、このようなケースにおいては、プロジェクト開始



16 

 

前に可能性のある多様な市場の可能性を確認した上で、それらの市場及び対象となる農家

グループに対応した支援を行う必要がある。 

 

(3) 多様な支援の戦略的な活用 

 他の中米地域と同様に、エルサルバドルにおいても様々なドナーや公的機関による農業

分野の支援プログラムが同時並行的に実施されている。それぞれの支援には違った目的や

制限があるが、SHEP アプローチを基にした Horti Oriente で実施している農家主体の市場志

向型農業の支援は、どの支援の中でも活用されるべきものである。Horti Oriente では、他の

支援プログラムにより施設栽培を開始あるいは実施している農家グループを対象に、農家

主体の市場志向型農業の支援を行い、彼らの有しているリソースを有効活用し、成果を発現

させる後押しを行った。農家グループの中には、Horti Oriente でネットワークのできた支援

プログラムから新たな支援を取り付けたところもある。多様な支援が存在する地域におい

ては、それらを有効活用するために戦略的に取り込んでいくことが効果的である 
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第 1 章 終了時評価調査の概要 

1.1. 評価団派遣の経緯と目的 

エルサルバドル共和国（以下、「エルサルバドル」）では、農業はGDPの約12.7％を占めて

おり、労働人口の約22％が従事する重要な産業である。エルサルバドルでは、1979年以降、ゲ

リラ勢力と政府軍との間で内戦が続いたが、1992年に和平合意した後には、帰還兵・帰還難民

の経済的自立と農業振興を目的とした農業改革が実施され、土地の細分化が進んだ。そのた

め、農家の多くは零細（農地面積3ha以下で、自給自足のための農業生産を主として行う農家

層）であり、全農家の約80％を占めている状況である。これら零細農家は、市場・金融へのア

クセスや生産技術を有せず、農村部の貧困層を形成している。 

エルサルバドル国内で、特にそのような問題が顕著なのが東部地域（ウスルタン県、サン・

ミゲル県、モラサン県、ラ・ウニオン県）であり、零細農家の割合が高い最貧困地域となって

いる。同地域では、主としてトウモロコシ等の基礎穀物の他に、ピーマンやトマト等の野菜類

が生産されており、零細農家の多くも自給用の野菜を栽培し、一部を販売している。同地域は

他地域と比較して農業生産性が低いことから、零細農家の農業生産技術指導による農業生産性

向上のための取り組みが進められている。これら零細農家への農業技術指導については、農

業・林業分野の技術研究開発と普及を担う国立農牧林業技術センター（以下、「CENTA」）

が実施しており、近年の同センターの活動により、有機農法や簡易ハウスを用いた栽培技術が

普及しつつある。  

その一方で、当該地域の零細農家による市場や技術へのアクセスは未だに限定的である。そ

のため多くの零細農家・農業協同組合は、生産物を大手流通業者以外の仲買人に販売してお

り、大手流通業者への販売を通じたスーパーマーケット等への販路を持っていないのが実態で

ある。このような状況を改善するためには、零細農家の組織化や市場のニーズに合致した品

質・量の農産物を生産することにより価格交渉力の強化を行うとともに、バリューチェーンに

おける上流から下流（卸売、小売等）への販路を構築・強化することが課題となっている。 

「東部地域野菜農家収益性向上プロジェクト（Horti Oriente）」は、これらの課題に対して、

SHEP アプローチ（Smallholder Horticulture Empowerment and Promotion Approach）を活用して、

エルサルバドル東部 4 県において、対象農家グループが有機栽培や簡易ハウスを用いた野菜栽

培等の有用栽培技術、及び営農記帳等の経営改善手段を取り入れ、市場適応力の改善を行うこ

とにより、対象農家グループの野菜販売による収益性向上を図り、東部地域の野菜生産農家グ

ループの市場アクセス改善に寄与するものである。4 年間の協力期間中、SHEP アプローチに沿

う形で以下の一連の活動の流れを毎年 4 月から翌年 3 月までの 1 年間で計 3 回実施することが

計画されている。2014-2015 年に「第 1 活動サイクル」が実施され、2015-2016 年に「第 2 活動

サイクル」が実施された。2016 年からは「第 3 活動サイクル」が実施された。 

今回の終了時評価では、プロジェクトの投入実績・達成度を確認・評価するとともに、今後

のプロジェクト活動に対する提言や類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的とする。 
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1.2. 評価団の構成と調査日程 

(1) 日本側評価メンバー 

担当業務 氏名 所属 

総括/評価分析 高砂 大 
JICA 農村開発部 農業・農村開発第二グループ 

第三チーム 企画役 

協力企画 井上 泰輔 JICA エルサルバドル事務所 企画調査員 

協力企画 Luis Miguel Vásquez JICA エルサルバドル事務所 ナショナルスタッフ 

 

(2) エルサルバドル側評価メンバー 

担当業務 氏名 所属 

評価委員代表 Lic. Luis Vargas Horti Oriente プロジェクトダイレクター, 農牧

省（MAG）農業経済局長 

評価委員 Ing. Keny Escamilla Horti Oriente プロジェクトマネージャー、MAG

農業経済局アグリビジネス課長 

評価委員 Ing. Francisco Torres CENTA 技術移転普及局長 

評価委員 Ing. José Alfredo Alarcón CENTA 技術移転普及局職員 

評価委員 Ing. Walter Martínez CENTA 東部地域代表 

 

(3) 調査日程 

 本調査は 2018 年 3 月 5 日から 3 月 15 日までの期間で行われた。調査スケジュールの詳細は

添付資料 2：調査日程を参照。 

  

1.3.  主要面談者 

 エルサルバドルにおいて、主要なプロジェクト関係者と面談した。 

 

1.4.  プロジェクトの概要 

 プロジェクト開始後 2015 年 4 月に、PDM の改訂（指標の設定等）が実施された（PDM Ver. 

1）。また、中間レビューを経て第 5 回 JCC（2016 年 11 月）にて PDM を再度改訂、PDM Ver. 2

となった。主な変更は、①プロジェクト目標達成のために必要な活動の追加及び活動の整理、

②成果を適切かつ分かりやすく測ることができる指標の設定、④上位目標の修正、⑤外部条件

の修正と追加であり、本終了時評価調査は、PDM Ver. 2 に基づき実施した。PDM Ver. 2 の概要

を以下に記載する。(別添資料 3:PDMVer.1、別添資料 4:PDMVer.2) 

 

(1) 上位目標 

農牧省/農牧林業技術センターにより Horti Oriente の知見を使った農家支援が継続的に行われ

る。 

(2) プロジェクト目標 

対象野菜生産農家グループの野菜販売による収益が向上する。 

(3) 成果 

1) 対象野菜生産農家グループの市場適応力や経営手法が改善される。 

2) 市場のニーズに応じた生産を行うための有用栽培が対象野菜生産農家グループに適用さ

れる。※有用栽培技術には収穫後処理も含む。 

(4) 活動 

   0 アグリビジネス課、CENTA、スーパーマーケット等の関係機関が包括アクションプラン 



19 

 

     を策定し、活動実施体制や役割分担を明確化する。 

1-1 包括アクションプランを基に、アグリビジネス課が CENTA と一緒に対象農家グループ

に対する市場志向型農業普及パッケージを考案し、実施する。 

1-2 アグリビジネス課が対象農家グループに対して市場適応力や経営手法を改善するための研修

を行う。 

1-3 アグリビジネス課が、1-1 の活動を実施の手引き及びグッドプラクティスとして取りまとめ

る。 

1-4 アグリビジネス課が、1-3 で作成した手引きを使用して職員の人材育成を行う。 

2-1 包括アクションプランを基に、CENTA がアグリビジネス課と一緒に農家グループに対する市

場志向型農業普及パッケージを考案し、実施する。 

 2-2 東部地域 CENTA 普及員に対する栽培技術に関する能力強化を実施する。 2-3 CENTA が農家  

   の作成したアクションプランに基づき、農家に対する有用栽培技術研修用の、カリキュラム及 

     び教材を作成する。 

 2-4 CENTA 普及員が、2-3 で作成したカリキュラム及び教材を使用して、対象の農家に対して、有 

     用栽培技術指導を実施する。 

 

第 2 章 終了時評価調査の方法 

2.1. 評価の手法・項目と評価基準 

2.1.1. 評価の手法・項目と評価基準 

本調査は、「JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」に沿って、日本側調査団とエルサルバドル

側調査団で構成される終了時評価合同調査団により、以下の調査方法に基づき実施された。 

 

2.1.2. 主な調査項目と手法 

調査項目は、プロジェクトの実績の確認、実施プロセスの把握、評価 5 項目の観点による評

価に分けられる。 

 

(1) プロジェクトの実績の確認 

本プロジェクトで作成された進捗報告書や事前作成資料のレビューと関係者へのヒアリング

等を通じて、プロジェクトの投入実績、成果とプロジェクト目標の進捗状況、上位目標の達成

見込みについて確認した。 

 

(2) 実施プロセスの把握 

プロジェクトの実施プロセスを把握するための主な調査項目は、プロジェクト運営と活動の

進捗状況、モニタリングの実施状況、関係者間のコミュニケーション、技術や技能の移転手法、

実施機関の主体性である。 

 

(3) 評価 5 項目に基づく評価 

以下に示す、妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性の 5 つの観点からプロジェクト

を評価した。妥当性と有効性、効率性についてはこれまでの実績と現状に基づいて分析し、プ

ロジェクト目標の達成やその時点での各種活動の実施体制から分析するインパクトと持続性に

ついてはこれまでの活動の進捗と実績から分析し、プロジェクト終了に向けた見込みを検証し

た。 
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表 1： 評価 5 項目 

評価 5 項目 評価の視点 

妥当性 

プロジェクト目標や上位目標はプロジェクト対象グループのニー

ズに合致しているか、相手国側の政策や日本の援助政策との整合

性があるかなど、プロジェクトの正当性、必要性を検証する。 

有効性 
プロジェクトの実施による対象グループの便益を確認し、プロジ

ェクトが有効であるか否かを検証する。 

効率性 
プロジェクト資源の有効活用という視点から、効率的であったか

否かを検証する。 

インパクト（予測） 
プロジェクトの実施がもたらす、より長期的な効果や波及効果を

検証する。 

持続性（見込み） 
プロジェクト終了後、プロジェクトにより発現した効果が持続す

るか否かを検証する。 

 

 

2.2． 情報・データ収集と分析方法 

(1) 関連資料のレビュー 

「エルサルバドル共和国東部地域野菜農家収益性向上プロジェクト詳細計画策定調査報告

書」（2014 年3月）、「エルサルバドル国東部地域野菜農家収益性向上プロジェクト第1年次

ワークプラン」（2014年3月）、「エルサルバドル国 東部地域野菜農家収益性向上プロジェク

ト 業務完了報告書 （第1年次）」（2015年3月）、「エルサルバドル国東部地域野菜農家収益

性向上プロジェクト 第2年次）業務計画書」（2015年4月）、「アフリカ地域市場志向型農業

振興にかかる広域支援促進調査（2015年度第4回目調査：エルサルバドル）」（2015年11月）

等をレビューした。加えて、プロジェクトからの各種提供資料を参照した。 
 

(2) プロジェクト関係者に対するインタビュー 

質問票の回答とともに、プロジェクト関係者にインタビューを行い、活動実績の確認と成

果、プロジェクト目標、上位目標の達成状況の確認、技術移転の効果や実施プロセス、プロジ

ェクトによって引き起こされた変化などに関する補足情報を収集した。また、農家グループや

民間業者へのインタビューやグループディスカッション、プロジェクトサイト視察を行った。 

 

(3) 分析方法 

プロジェクトの実績に関しては、PDM の表記に沿って収集した情報を基に指標の達成度合い

の確認を行った。実施プロセスに関する情報、5 項目評価は関連資料のレビュー、質問票、イン

タビュー結果に基づいて各項目の観点から分析し、総合的な結論をとりまとめ、評価団は関係

者と提言を導き出した。 

 

第 3 章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

3.1. 実施体制と基本デザイン 

3.1.1. 実施体制 

本プロジェクトは MAG を C/P 機関とし、農業経済局アグリビジネス課は対象農家グループ

の市場適応力や経営手法の能力強化、CENTA は対象農家グループが市場のニーズに応じた生

産を行うための有用栽培技術について支援するための能力強化を通じて、対象農家グループの
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野菜販売による収益の向上を達成する。本プロジェクトを両者が協力して事業を実施していく

ために、以下のような体制が構築された。 

 
＜図 1： プロジェクト実施体制図＞ 
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3.1.2. 基本デザイン 

本プロジェクトは、4 年間の協力期間中、以下の一連の活動の流れを毎年 4 月から翌年 3 月

までの 1 年間で計 3 回実施することが計画された。2014-2015 年に「第 1 活動サイクル」が実

施され、2015-2016 年に「第 2 活動サイクル」が実施された。2016 年から「第 3 活動サイク

ル」が実施中である。行われている一連の活動は次のようなものである。 

① 農家グループの選定及び準備ワークショップ  

② 対象農家グループの農家経営に関するベースライン調査の実施 

③ プロジェクト手法の研修実施 

④ アクションプラン作成 

⑤ アクションプランに基づく活動実施支援 

⑥ 有用農業技術普及 

⑦ 経営改善手法普及及びアグリビジネス商談会実施 

⑧ 次の活動サイクルに向け、対象農家グループの選定準備 

これらの活動の流れは、SHEP アプローチの視点に沿う形で、「農家選定とビジョン・目的

の共有」、「農家の気づき促進」、「農家による計画作り」、「解決方法の提供」の 4 フェー

ズに沿って企画されている。 

なお、第 1 活動サイクルと第 2 活動サイクルでは本邦研修を行った。本邦研修の実施によ

り、先進的な日本の事例を見ることにより参加者の視野を広げるきっかけになったり、参加し

た関係者間のネットワークが構築され、農家グループとスーパーマーケットの関係者が仲良く

なり、研修後も密に連絡を取るようになったりした等の効果はあった。しかし、本邦研修を実

施することで、対象農家に対する現場での活動が停滞してしまい、一連の活動の流れを止めて

しまうこと、またスーパーマーケットとの取引を主眼においていた第 1 活動サイクルは別とし

て、インフォーマル市場での取組を強化することも行う第 2 活動サイクル以降については必ず

しも本邦研修の実施が必要ではないことから、本邦研修の実施についての見直しを行い、第 3

活動サイクルでは実施していない。 

 

3.2. 投入実績 

3.2.1. 日本側の投入 

(1) JICA専門家派遣 

 下表に示すように、これまで、チーフアドバイザー／農産物流通改善(1)、サブチーフアド

バイザー／農産物流通改善(2)、マーケティング計画策定、有機農業技術普及、業務調整／ア

クションプラン実施支援(2)、業務調整／アクションプラン実施支援(3)の計 6 名の日本人専門

家がエルサルバドルに派遣され、アクションプラン実施支援(1)／研修管理の 1 名の日本人専

門家が日本国内で本邦研修を支援した。 
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＜表 2： 日本人専門家投入実績＞ 

No 名前 担当 アサイン期間 

1 伊藤 珠代 
総括／農産物流

通改善(1) 

1年目：現地作業 145 日間（2 回派遣)、国内作業 15 日間 

2年目：現地作業 151 日間（3 回派遣） 

3年目：現地作業 228 日間（3 回派遣）、国内作業 5 日間 

4年目：現地作業 76日間（3回派遣）、国内作業 5日間 

2 田中 博幸 
副総括／農産物

流通改善(2) 

1年目：現地作業 161 日間（2 回派遣)、国内作業 25 日間 

2年目：現地作業 190 日間（3 回派遣)、国内作業 5 日間 

3年目：現地作業 159日間（2 回派遣)、国内作業 5日間 

4年目：現地作業 138日間（3回派遣）、国内作業 5日間 

3 望月貴子 
マーケティング計

画策定 

1年目：現地作業 80 日間（2 回派遣)、国内作業 3 日間 

2年目：現地作業 70 日間（1 回派遣)、国内作業 5 日間 

3年目：現地作業 134日間（2回派遣) 

4年目：現地作業 76日間（2回派遣）、国内作業 5日間 

4 原子 壮太 

アクションプラン実

施支援(1) ／研

修管理 

1年目：国内作業 60 日間 

2年目：国内作業 40 日間 

5 原田 淳之輔 
有用農業技術普

及 

1年目：現地作業 45日間（1回派遣)、国内作業 5 日間 

2年目：現地作業 65日間（2 回派遣)、国内作業 5 日間 

3年目：現地作業 180日間（3回派遣) 

6 山口 達哉 

業務調整／アクシ

ョンプラン実施支

援 (2) 

1年目：現地作業 115 日間（2 回派遣) 、国内作業 28日間 

2年目：現地作業 113 日間（2 回派遣) 、国内作業 5 日間 

3年目：現地作業 125日間（2 回派遣)、国内作業 5 日間 

4年目：現地作業 144日間（3回派遣）、国内作業 15日間 

7 植松 美貴 

業務調整／アクショ

ンプラン実施支援 

(3) 

3年目：現地作業 99日間（2回派遣、経費はコンサルタント

会社負担) 
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(2) 本邦研修 

 下表に示すように、2 回の本邦研修が実施され、合計 7 名の C/P と、4 名の民間業者、12 名

の野菜生産農家が研修に参加した。 

第

一

年

次 

研修名 「市場志向型農産物流通：野菜農家とスーパー間の流通改善」 

期間 2014 年 7 月 31 日～8 月 20 日（21 日間） 

人数 合計 9 名（男性 5 名、女性 4 名）；アグリビジネス課 2 名、CENTA1 名、

スーパーセレクト 2 名、農家グループ代表 4 名 

第

二

年

次 

研修名 「市場志向型農産物流通：野菜農家とスーパー間の流通改善」 

期間 2015 年 8 月 2 日～8 月 19 日（18 日間） 

人数 合計14名（男性10名、女性4名）；アグリビジネス課2名、CENTA2名、

ウォルマート社2名、農家グループ代表8名 

 

 また、その他にプロジェクト活動内の本邦研修ではなく、別途 JICA が実施している課題別

研修に 2 名が参加している。 
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第

一

年

次 

研修名 「中米カリブ地域小規模農民支援有機農業技術普及手法 JFY2014」 

期間 2014 年 6 月 22 日～9 月 13 日 

参加者 AEPANM 農家グループメンバー1 名 

第

二

年

次 

研修名 「農業地域における経営力、マーケティング強化による地場産業振興」 

期間 2015 年 9 月 7 日～10 月 10 日 

人数 MAGアグリビジネス課技術者1名 

 

(3) 供与機材 

 次表のように、複合コピー機(1 台)、プロジェクター(1 台)、プリンター(1 台)、エアコンデ

ィショナー(1 台)が供与された。どれも適切に使用されており、メンテナンス状態も良好であ

る。 

＜表 3 供与機材リスト＞ 

No. 設置日 機材 数 所設置場 

1 2014 年７月 9 日 
カラー複合コピー機 

（コニカミノルタ Bizhub C35） 
1 

MAG アグリビジネス課 
San Salvador 

2 2014 年７月 9 日 プロジェクター 1 
MAG アグリビジネス課 

San Salvador 

3 2016 年 4 月 14 日 
カラー複合コピー機 

（HP MFP X585） 
1 

CENTA  

San Miguel 

4 2016 年 4 月 14 日 エアコン 1 
CENTA  

San Miguel 

 

(4) 在外事業強化費  

JICA により、2018 年 1 月末までに現地傭人費、車両借り上げ費、イベント実施費用、通信

費、機材費、本邦研修費、ジェクト事務所活動やなどを含む活動経費として 356,444 米ドルが

支出された。（詳細は添付資料６：JICA 負担現地活動費を参照） 

 

3.2.2. エルサルバドル側の投入 

(1)  C/P の配置 

プロジェクトを通して、下表のとおりの C/P が各機関から配置されている。（詳細は添付資料

７：C/P の配置実績を参照） 

＜表 4： C/P 配置状況＞ 

MAG CENTA 

Luis Vargas 農業経済局長 Francisco Torres CENTA 技術移転局長 

Keny Escamilla アグロビジネス課長 Joel Monge Figueroa CENTA 東部地域責任者 

Jessica González  アグロビジネス課技術者 César Mejicano CENTA 東部地域野菜専門家 

他スタッフ 14 名 他普及員 14 名 

合計 17 名 合計 17 名 

 

MAG は本省の一角を首都におけるプロジェクトのオフィススペースとして提供しており、

併せて事務所関連設備（インターネット環境等）が整備されており、光熱費も MAG の負担で

ある。 

CENTA は東部地域事務所であるサン・ミゲル事務所の一角を東部地域（現場）におけるプ
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ロジェクトの活動拠点として提供しており、事務所関連設備（インターネット環境等）が整備

されており、光熱費も CENTA の負担である。 

 

(2) エルサルバドル側負担現地活動経費 

2018 年 1 月末までに、MAG はプロジェクトの活動運営経費として合計 589,006 米ドル（C/P

スタッフの人件費を含む）を支出している。また、同期間に、CENTA はプロジェクトの運営経

費として合計 240,598 米ドル（C/P スタッフの人件費を含む）を支出している。（詳細は添付資

料８：MAG 及び CENTA が負担した現地活動経費を参照） 

 

3.3. 成果ごとの活動実績と達成状況4 

3.3.1 成果 1 

対象野菜生産農家グループの市場適応力や経営手法が改善される。 

達成状況：概ね達成された 

(1) 成果 1 に関する活動の進捗状況 

成果 1 を達成するため、一連の活動（プロジェクトのオリエンテーション、農家グループの

選定、ベースライン調査・分析、市場調査演習・実施、本邦研修、研修成果の発表会、アクシ

ョンプランの作成、GAP 指導、アグリビジネス商談会等）が行われてきた。次表に示すよう

に、それらに関する各種研修も実施されてきた。 

＜表 5： 市場適応力育成に関係する研修＞ 

  訓練名 期間 参加者数 

1 
参加型ベースライン調査 

 (第 1 活動サイクル) 
2014 年 7 月～8 月 121 

2 
事前研修：野菜農家訪問 

 (第 1 活動サイクル) 
2014 年 8 月 11 日 30 

3 

事前研修：RANSA（スーパー・セレクト

ス集荷センター）訪問 

 (第 1 活動サイクル) 

2014 年 8 月 18 日 19 

4 
事前研修：本邦研修前参加型 

ワークショップ (第 1 活動サイクル) 
2014 年 8 月 19 日 26 

5 
プロジェクト開始ワークショップ 

 (第 1 活動サイクル) 
2014 年 8 月 22 日 107 

6 本邦研修(第 1 活動サイクル) 2014 年 9 月 6 日～24 日 9 

7 
本邦研修成果のお披露目会 

 (第 1 活動サイクル) 
2014 年 10 月 17 日 64 

8 
アクションプラン作成 

ワークショップ (第 1 活動サイクル) 

2014 年 11 月 4 日と 

2015 年 1 月 26 日  
249 

9 アグロビジネス商談会 2014 年 12 月 8 日 90 

10 スーパーセレクトス・セミナー 2015 年 2 月 12 日と 18 日 65 

11 
ベースライン調査オリエンテーション 

ワークショップ(第 2 活動サイクル) 
2015 年 5 月 5 日と 6 日 7 

12 
参加型ベースライン調査：グループ生産

と企業経営(第 2 活動サイクル) 
2015 年 5 月 11 日～21 日 78 

                                                   
4 PDM のアウトプット 1 及び 2 に記載のある「対象農家」について： 
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13 
参加型ベースライン調査：個人生産と販

売 (第 2 活動サイクル) 

2015 年 5 月 25 日～ 

6 月 4 日 
152 

14 
事前研修：AEPANM 交流訪問 

 (第 2 活動サイクル) 
2015 年 7 月 6 日 24 

15 
事前研修：本邦研修前参加型 

ワークショップ (第 2 活動サイクル) 
2015 年 7 月 13 日～15 日 18 

16 本邦研修(第 2 活動サイクル) 
2015 年 7 月 30 日～ 

8 月 20 日 
14 

17 
本邦研修成果のお披露目会 

 (第 2 活動サイクル) 
2015 年 9 月 9 日 66 

18 

ヒキリスコ集荷・サービスセンター

（CAS）についてのワークショップ 

 (第 1 活動サイクル) 

2016 年 5 月 7 日～ 

9 月 11 日 
33 

19 
ベースライン調査ワークショップ  

(第 3 活動サイクル) 

2016 年 4 月 19 日～ 

8 月 26 日 
275 

20 
サン・ラファエル・オリエンテ市ヒカマ

フェスティバル準備ワークショップ 

2016 年 11 月 13 日～ 

12 月 1 日 
64 

21 アグリビジネス商談会 2016 年 2 月 23 日 149 

22 
参加型エンドライン調査および生産状況

モニタリング 

2017 年 5 月 19 日～ 

2 月 8 日 
414 

 

また、農家が市場情報へのアクセスを実施出来るための支援として、次表のような実施研修

も行った。  

＜表 6： 市場調査に関する実地研修＞ 

  訓練名 期間 参加者数 

1 事前研修：参加型市場調査 2015 年 7 月 9 日と 10 日 18 

2 
参加型市場調査オリエンテーションワークショ

ップ 
2015 年 9 月 16 日 11 

3 
参加型市場調査ワークショップ、結果の分析、

アクションプラン作成 

2015 年 9 月 24 日～ 

2016 年 11 月 19 日 
468 

4 
参加型市場調査準備ワークショップ、結果の分

析、アクションプラン作成 
2016 年 6 月 27 日～9 月 22 日 261 

5 
参加型市場調査準備ワークショップ、結果の分

析、アクションプラン作成 

2016 年 7 月～ 

2017 年 3 月 
459 

 

(2) 指標の達成状況 

1) 対象農家の 60%以上が、以前よりも有利に生産物を販売できるようになる。 

達成状況：概ね達成された 
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プロジェクトのエンドライン調査5の結果は以下のとおり。 

 調査対象 26 グループ中 14 グループ（54％）が、市場調査の結果に基づいて販路を拡

大・変更している。 

 終了時評価の聞き取り調査では、市場調査の結果を踏まえて直ぐにバイヤーを変更し

たが、売り上げの増加に結びついていなかったというグループや世帯の話や、これまでの

「待ち」の姿勢から彼らが有している市場の情報を使ってバイヤーと交渉することを始

めているグループの話を聞くことが出来た。未だ結果が出ていない場合もあるが、彼らな

りに出来る範囲やレベルで有利な販売を実践している事例が確認できた。今後このよう

なグループがさらに増えることが期待できる。 

 

2) 対象農家グループの 50%が次のいずれかの経営改善手法を実施適用している：年間作付計

画に基づいた出荷、作付作物の多様化、市場調査、売り上げ管理等 

達成状況：達成された 

プロジェクトのエンドライン調査の結果は以下のとおり。 

調査対象 26 グループ中、売上管理を 69％（18 グループ）、市場調査を 73％（19 グループ）、

年間作付計画を 42％（11 グループ）、作付多様化を 42％（11 グループ）が実施している。結

果、上記いずれかの経営改善手法を実施しているのは 88％（23 グループ）にのぼる。なお、

個人で野菜栽培を行っている農家の状況を見ると、今回回答が得られた個人で野菜生産を行っ

ている 181 世帯のうち、作付計画を行っているの世帯は 80%（145 世帯）、会計管理を行って

いる世帯は 57%（103 世帯）、農作業記録を管理している世帯は 56%（102 世帯）となり、上

記いずれかを行っている世帯は 91%（164 世帯）にのぼる。 

終了時評価の聞き取りでも、本プロジェクトがこれまでのプロジェクトと違った大きな点とし

て、農家が市場を知ること、売り上げ管理等の経営管理について学び、実践する機会を得られ

たことが農家グループ及び普及員から言及された。これまで農家は作ることは知っていても売

ることは知らなかった、経営することは知らなかった、しかしながら本プロジェクトによりそ

の課題が改善されたという話が聞かれたように、農家にとって必要なことが、分かり易く伝達

されたことにより、多くの対象農家で経営改善手法が実践されたと考える。 

3) 作成された市場適応力や経営手法についての手引き及びグッドプラクティス 

達成状況：達成された 

 2018 年 3 月現在、アグリビジネス課が SHEP アプローチを取り入れた業務ガイドライン

「技術支援と村落経営評価業務の手法」と冊子「グッドプラクティス」を作成し、印刷中であ

る。これらは、プロジェクト目標のみならず上位目標の達成に向けて、C/P 機関である MAG

アグリビジネス課がイニシアチブをとり、CENTA と何度も意見交換、ワークショップ等を経

て作成しており、結果 MAG の現状の業務及び農家支援サイクルの中で使いやすい内容になっ

ている。ガイドラインと冊子は、既に MAG における承認プロセスが終了し、印刷が完了次第

関係者に配布される。今後これらを使って MAG と CENTA の関係者、更には農業普及に関係

する人材に対しても広く研修を実施する計画があることが、終了時評価時の MAG 大臣との協

議でも確認されている。 

                                                   
5 エンドライン調査の内容、結果について：エンドライン調査ではプロジェクトで対象とした対象農家グループ及び対象農

家に対して質問票による調査を実施した。そのうち 37 グループ、254 世帯から回答を得ることが出来た（内 181 世帯は個

人でも野菜を生産する農家）。また、ベースライン調査と比較可能なものは、26 グループ、150 世帯。なお、プロジェクト

で支援したグループは 43 グループであるが、そのうち 6 グループは治安の悪化、グループ内の問題等により活動が中断さ

れていることから、エンドライン調査からは除いている。 
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 また、これらガイドラインと冊子の基となる素材を使って、既に全国の CENTA の地域

の代表及び支所長等を対象とした研修、東部地域の支所長及び普及員、MAG が実施している

コミュニティ菜園プログラムや他国の支援による農業普及プロジェクトの関係者に対して活用

され、普及員の市場志向型農業についての能力強化に貢献している。 

 

3.3.2 成果 2 

市場のニーズに応じた生産を行うための有用栽培が対象野菜生産農家グループに適用され

る。*有用栽培技術には収穫後処理も含む。 

達成状況：達成された 

(1) 成果 2 に関する活動の内容 
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＜表 7：CENTA 普及員に対する研修＞ 

  訓練名 期間 参加者数 

1 CENTA 技術者訓練：接木技術 2014 年 11 月 7 日 29 

2 
CENTA 技術者訓練：ADESCOUYP における

トマト害虫管理 
2014 年 12 月 5 日 17 

3 
CENTA 技術者訓練：東部地域野菜栽培状況

についての情報共有ワークショップ 
2015 年 11 月 9 日 14 

4 CENTA 技術者訓練：キュウリ栽培コース 2015 年 12 月 14 日 16 

5 CENTA 技術者訓練：野菜栽培技術コース 
2015 年 12 月 16 日と 

2016 年 3 月 9 日 
12 

6 CENTA 技術者間の知識交流ワークショップ 2016 年 2 月 8 日と 3 月 7 日 43 

7 CENTA 技術者間の知識交流ワークショップ 2016 年 7 月 25 日と 8 月 29 日 21 

8 CENTA 技術者訓練：着果促進法紹介 
2016 年 12 月 14 日と 

2017 年 1 月 17 日 
35 

9 CENTA 技術訓練：マイナー作物研修 2017 年 2 月 6 日と 13 日 63 

 

 農家グループに対する野菜栽培技術指導は、CENTA 普及員によって通常の普及活動の一環

として実施されている。具体的には、15 日に 1 回の頻度で農家グループを訪ね、適宜共同圃

場あるいはメンバーの圃場にて栽培に関する助言を実施している。。その他に、プロジェクト

が対象農家グループに対して実施した研修は次表のとおり。 

 

＜表 8： 農家を対象とした農業技術研修＞ 

  訓練名 期間 参加者数 

1 AEPANM 関係地域農家ワークショップ 2015 年 11 月 24 日と 12 月 2 日 16 

2 AEPANM トマト農家ワークショップ 
2014 年 11 月 24 日と 

2015 年 1 月 28 日 
45 

3 農業優良実践研修(GAP) 2015 年 2 月 10 日と 12 日 74 

4 農業優良実践研修(GAP) 2017 年 7 月 31 日 21 

5 実習圃場支援訪問 
2017 年 7 月 14 日～ 

10 月 15 日 
35 

6 種苗業者の展示圃場訪問 2017 年 8 月 31 日 6 

 

  農家に農家経営改善を指導するため次表のような研修が実施された。 

 

＜表 9： 農家に対する農家経営改善訓練農家経営改善＞ 

  訓練名 期間 参加者数 

1 農家経営ワークショップ 2016 年 2 月 23 日 21 
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 (第 1 と第 2 活動サイクル) 

2 
農家経営ワークショップ 

 (第 1 と第 2 活動サイクル) 
2016 年 5 月 17 日～6 月 21 日 74 

3 
農業帳簿記帳ワークショップおよびフォ

ローアップ訪問 

2017 年 4 月 4 日～ 

10 月 31 日 
285 

 

(2) 指標の達成状況 

1) 対象農家の 50%が市場ニーズに対応した適切な栽培技術を適用している。 

達成状況：達成された 

 プロジェクトのエンドライン調査では以下のとおり。 

 個人で野菜を栽培する農家（181 世帯）の 45%（81 世帯）が、市場のニーズに応じて、品種

の選定、品質改善、選果、作期変更などを実施しており、新作物の導入を図ったのは 46%（84

世帯）である。結果、いずれかの市場のニーズに応じた適切な栽培技術を適用しているのは

65%（117 世帯）にのぼる。 

 他の指標と同様にグループ栽培と個人栽培に分けてみると、エンドライン調査の対象となっ

た 37 グループの内、24 グループが農牧省植物衛生局（DGSVA）の GAP （農業グッドプラク

ティス）のセミナーを受講し、査察を受け、GAP 履行状況証明書を受理している。結果、グ

ループ栽培が中心である第 1 活動サイクルと第 2 活動サイクルでは、調査対象 21 グループの

すべてが GAP セミナーを受講し、査察を受け、GAP 履行状況証明書を受理しており、全ての

グループが市場ニーズに対応した適切な栽培技術を適用していると言える。個人栽培が中心で

ある第 3 活動サイクルでは、個人で野菜を栽培している世帯（66 世帯）の内、品種の選定、

品質改善、選果、作期変更などを実施した、あるいは新作物の導入を図った農家は 73%（48

世帯）にのぼる。 

 

2) 作成された有用栽培技術研修用カリキュラム及び教材 

達成状況：達成された 

 有用栽培技術研修用教材 5 種（野菜マニュアル No.1「野菜栽培総論」、野菜マニュアル

No.2「キュウリ栽培」、野菜マニュアル No.3「トマト栽培」、野菜マニュアル No.4「ピーマン

栽培」、野菜マニュアル No.5「メロン栽培」）及び、有用栽培技術研修実施用フリップチャー

ト 3 種（野菜フリップチャート No.1「キュウリ栽培」、野菜フリップチャート No.2「トマト

栽培」、野菜フリップチャート No.3「ピーマン栽培」）を作成済。加えて、会計帳簿・農作業

記録簿、会計・農作業記録研修実施用フリップチャートを作成済みである。これらマニュアル

とフリップチャートはプロジェクトチームと普及員の意見交換を経て作成しており、現地で実

際に活動する普及員のアイデアが十分取込まれている。 

普及員にこれらマニュアルとフリップチャートの使い勝手について確認したところ、必要な情

報がコンパクトにまとめられており、理解しやすい内容であるという声が聞かれた。特に、こ

れまであまり経験のない農家経営に関連する、会計帳簿・農作業記録簿、会計・農作業記録簿

については、市場志向型農業の実践には必要不可欠なものであり、その研修用教材として高い

評価を得ていた。今後の改善点としては、視覚的に訴えるもの、挿絵等を多く活用したもの

等、よりユーザーフレンドリーな内容にするとさらに良いとの声があった。 

 

3.4. プロジェクト目標の達成状況 （添付資料９（エンドライン調査結果：プロジェクト実施） 

対象野菜生産農家グループの野菜販売による収益性が向上する。 

達成状況：概ね達成された 
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プロジェクト目標の達成を測る指標 1 及び指標 2 について、現時点での達成状況を見ると、

指標 1 については、第 1、第 2、第 3 活動サイクル全てにおいて「農家グループ」を対象とする

と、目標とする指標にわずかに達していない。しかしながら、グループへの支援を中心とした

第 1 及び第 2 活動サイクルにおける農家グループでの達成度合い、個人栽培農家の支援を中心

とした第 3 活動サイクルにおける個人栽培農家での達成度合いをみると、プロジェクトが目標

としている「収益の増加」は概ね達成していると考えられる。また、指標 2 については、プロ

ジェクト実施の過程で育成された人材が当初予定を上回る人数となっており、目標とする指標

は十分達成している状況である。 

各指標の達成状況は以下のとおりである。 

1) 対象農家グループの 60%以上が、野菜販売による収益(売上－コスト*)を増加させる。 

 *種苗、肥料・農薬等の購入費、作物の運搬費等の生産・販売・管理コスト。生産のた

めの人件費もコストに含む。 

達成度合い：概ね達成された 

 野菜のグループ栽培を実施し調査対象となった 26 グループ全体では、ベースライン年次と

エンドライン年次を比べて収益が増加したのは 15 グループ（58%）であり、目標とする指標

にわずかに達していない。 

しかしながら、既に述べている様に、本プロジェクトでは第 1 サイクル、第 2 サイクルでは

グループへの支援を行い、第 3 サイクルでは基本的には個人農家への支援を中心に行っている

（第 3 サイクルで対象としている農家グループは 5 グループであり、グループとしての組織力

は脆弱なグループも含まれている）。プロジェクト目標を活動サイクルごとにみると、グルー

プ栽培が活動の中心である第 1 活動サイクルでは 10 グループ中 7 グループ（70%）、第 2 活

動サイクルでは 11 グループ中 7 グループ（64%）の収益が増加し、これら二つの活動サイク

ルでの農家グループを対象とした指標は 67％（21 グループ中 14 グループ）である。なお、

個人栽培が活動の中心である第 3 活動サイクルでみると、グループについては 5 グループ中 1

グループ（20%）しか収益が増加していない一方で、主目的としている個人農家については回

答のあった 71 世帯のうち 44 世帯（61％）が収益を増加させていることになる。 

 ただし、Horti Oriente の農家グループにおける収益の増加の状況は複雑である。それは同

国の当該地域の有する野菜生産面及び販売面での難しさからきている。野菜の生産面では気候

の影響による栽培施設の倒壊、洪水や干ばつにより野菜の生産に大きな打撃を受けることが多

いこと、販売面ではフォーマル市場への販売のハードルが高いこと、ローカルマーケットへの

参入が難しいことがあげられる。このような状況の中、Horti Oriente では、生産物の増産、

販売による収益の増加のみならず、グループとしての経営手法の改善や効率的な農業の実施等

による支出の削減により、収益をあげているケースもみられる。 

 

2) Horti Oriente の普及方法を習得した MAG、CENTA の職員が合計 26 人以上になる。 

達成度合い；達成された 

 2018 年 1 月時点において、業務を通じて普及方法を習得した職員数は、MAG9 人、CENTA 

21 人の 30 人である。かれら 30 人はプロジェクト実施の中で、Horti Oriente の実践を支援し、

対象農家の市場適応力や経営手法、有用栽培技術の能力強化を行った。 

 なお、プロジェクトでは MAG アグリビジネス課が中心となり、Horti Oriente での経験に基づ

き SHEP アプローチを大きく取り入れた業務ガイドライン「技術支援と村落経営評価業務の手

法」を作成し、CENTA の東部地域以外の普及員 36 人を対象とした研修を実施したり、その他

独自に実施している農業普及活動や他ドナーが実施している「農畜産業マーケティングプロジ

ェクト」に関係する 12 人の普及員に対しても同様の研修を行ったりしている。これらの人材に
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ついて、その後の実務での研修結果の具体的な活用状況について確認出来ていないが、これら

の人材が今後東部地域及び東部地域外で Horti Oriente の経験に基づいた、エルサルバドルに適

した市場志向型農業の普及を担うことになることが期待される。 
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3.5. プロジェクトの実施プロセス 

3.5.1. プロジェクト活動の実施 

第 1 活動サイクルは、対象 4 県のうち、モラサン県、ウスルタン県（特にヒキリスコ市周

辺）の 2 県に対象を絞って実施された。支援対象として選定された 10 の農家グループは、既

にスーパーと取引がある、あるいは短期間で取引が開始できると見込まれる先進的なグループ

が選ばれた。主な活動として、ベースライン調査、本邦研修、アクションプラン作成ワークシ

ョップ、農業生産工程管理（以下、GAP）セミナー、経営改善手法セミナーが行われた。しか

し、野菜栽培地としては厳しい気候条件にある東部地域においては、短期間でスーパーマーケ

ットに出荷できるようになる農家グループは数多くないことが活動を通じて明らかになった。 

そこで、第 2 活動サイクルにおける農家グループ選定は、スーパーマーケットと取引が出来

るようなグループに限らず、販売用の野菜を栽培している農家グループという条件で 4 県から

選定を行った。しかし、エルサルバドルで「農家グループ（西語：grupo formalizado）」と言

うと、通常、農協等の法人格を有する団体を指すため、その観点で選定を行ったところ、当初

予定していた 20 グループを確保することはできず、14 農家グループを支援対象とすることに

留まった。主な活動として、ベースライン調査、本邦研修、市場調査演習、アクションプラン

作成ワークショップ、農業生産工程管理（以下、GAP）セミナー、経営改善手法セミナー、ア

グリビジネス商談会が行われた。 

第3活動サイクルにおける農家グループ選定では、対象農家グループを確保するため、法

的に登記されたグループだけではなく、小規模ながらも野菜栽培を行い販売している個人農家

の集まりを対象とした。これは第3活動サイクル実施に際し、東部地域の野菜生産の経験を有

する農家グループの殆どが、既に第1及び第2活動サイクルで協力対象として網羅されており、

協力対象になり得る実質的に活動している農家グループは殆ど残っていない状況であったから

である。これらの状況を踏まえて、第3サイクルでは野菜の個人栽培をしている農家及び野菜

栽培に興味のある農家についても対象とすることとし、協力を進めた経緯がある。また、本邦

研修については、現地におけるSHEPアプローチの一連の流れが本邦研修の実施により途切れ

るという経験から、 第3活動サイクルでは本邦研修を行わないこととした。 

 各活動サイクルの対象農家グループ及び農家数は次表のようになっている。 
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＜表10： 対象農家グループ(終了時評価時点)＞ 

  
 

 

 

 
 

3.5.2. プロジェクトの運営・実施体制 

本プロジェクトのエルサルバドル側実施機関は、MAG 農業経済局アグリビジネス課と、

CENTA である。プロジェクト終了までに、プロジェクトの合同調整員会（以下、JCC）は 7 回

開催されており、第 1 回 JCC は 2014 年 10 月 20 日、第 2 回 JCC は 2015 年 2 月 18 日、第 3 回



36 

 

JCC は 2015 年 11 月 8 日、第 4 回 JCC は 2016 年 1 月 28 日、第 5 回 JCC は 2016 年 11 月 4 日、

第 6 回 JCC は 2017 年 7 月 12 日、第 7 回 JCC は 2017 年 11 月 10 日であった。これらの JCC 以

外でも、必要に応じて幹部会議、月例会議、週例会などが開催され、活動報告や計画策定、意

思決定が行われ、意思疎通が図られてきている。 

 

3.5.3．技術移転の方法 

農家グループへの技術指導に必要な知識・技術を、関係機関の技術者・普及員は、研修・セ

ミナーの他に、日常のプロジェクト活動によるオン・ザ・ジョブ・トレーニング（OJT）を通し

て習得してきている。CENTA 普及員はもともと農業技術を有しているが、普及員の専門性はそ

れぞれ異なっており、ターゲットグループへの野菜栽培で特に指導が求められる分野、特に市

場のニーズに応じた栽培技術に関して日本人専門家が普及員を指導したり、普及員とともに直

接農家への指導をしたりしてきた。SHEP アプローチに関しては、日本人専門家がアグリビジ

ネス課職員を指導したり、彼らとともに直接農家への指導を行ったりしてきた。 

 

3.5.4. コミュニケーション 

日本人専門家と C/P のコミュニケーションは良好である。毎週開かれる会合以外にも、メー

ルや電話で状況確認と懸案事項への対処方法について連絡を取りながら、プロジェクトに取り

組んでいる。C/P と専門家がサンサルバドル（MAG）、サン・ミゲル（CENTA）の 2 カ所の活

動拠点で執務スペースを共有し、プロジェクトの活動に従事していることは、大きな強みであ

る。 

 CENTA 普及員とアグリビジネス課職員とのコミュニケーションに関しては、野菜栽培技術を

CENTA が指導し、農家経営改善をアグリビジネス課が指導するという住み分けを設定したた

め、日本人専門家が繋ぎ役でいる現状においてその両機関のコミュニケーションについての問

題はない。しかしながら、プロジェクト協力期間終了後も 2 つの C/P 機関が、車の両輪のごと

くバランスをとって進んでいけるように組織間連携を強化していくことが引き続き必要となる。

現実的にはアグリビジネス課は市場志向型農業の国レベルでの推進（各種マニュアル等の作成、

研修の実施、仕掛けづくり等）が役割の中心であり、地域レベルで実際に農業普及を行う人材

を有している訳ではない。一方、CENTA は十分ではないものの地域レベルで農業普及を担う農

業技術普及員を有している。Horti Oriente の経験が今後も継続的に実施・普及できるためには両

機関の協力が不可欠である。 

 日本人専門家と JICA 本部及びエルサルバドル事務所とのコミュニケーションとプロジェク

ト管理は良好である。プロジェクト終了後も、上位目標達成にむけた活動の進捗状況について、

上記関係機関で情報共有及び意見交換が必要であり、今後のフォローにおいて良好な関係維持

は非常に重要である。今回の提言部分では、協力期間終了後も定期的にモニタリング会合を

MAG 主催で実施することとしている。 

 

3.5.5. PDM の改定 

PDM については、第 2 回 JCC（2015 年 2 月）で合意を得て、PDM は改定され PDM（Ver.1）

となった。主な変更は成果 2 及び指標で使っている用語の一部修正及び未定となっていた指標

の数値の設定である。また、中間レビューを経て第 5 回 JCC（2016 年 11 月）にて PDM を再度

改訂、PDM（Ver.2）となった。主な変更は、①プロジェクト目標達成のために必要な活動の追

加及び活動の整理、②成果を適切かつ分かりやすく測ることができる指標の設定、④上位目標

の修正、⑤外部条件の修正と追加である。 
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第 4 章 評価結果 

4.1. 評価 5 項目による評価結果 

4.1.1. 妥当性：高い 

本プロジェクトは、エルサルバドル政府の「国家 5 カ年計画 2014 年～2019 年」の目標１「家

族、企業、国の機会創出と繁栄のため国内経済を活性化させる」の中の 1.1「生産活動の多角化：

特に取引される財・サービスの生産と食糧安全保障に重点を置いた生産活動の多角化」に合致

する。また、特に零細農家の割合が高く貧困度合いの高い地域となっている東部地域への協力

は、日本の対エルサルバドル支援方針との整合性を有しており、本件実施の妥当性は高い。な

お、野菜生産及び販売による生計向上の支援については、同地域の喫緊の課題となっており、

本プロジェクトで用いている SHEP アプローチは農家が市場志向型農業を実践するための協力

として、同国の開発課題の解決に貢献するものとしてエルサルバドル側関係者からも高く評価

されている。 

 

(1) 対象地域のニーズとの整合性 

東部地域（ウスルタン県、サン・ミゲル県、モラサン県、ラ・ウニオン県）は、零細農家の

割合が高い最貧困地域となっている。同地域では、主としてトウモロコシ等の基礎穀物の他に、

ピーマンやトマト等の野菜類が生産されており、零細農家の多くも自給用の野菜を栽培し、一

部を販売している。同地域は他地域と比較して農業生産性が低いことから、零細農家の農業生

産技術指導による農業生産性向上のための取り組みが進められている。また、これら零細農家

への農業技術指導について、これまでも CENTA が実施しており、近年の同センターの活動に

より、有機農法や簡易ハウスを用いた栽培技術が普及しつつある。 しかしながら、当該地域の

零細農家による市場や技術へのアクセスは未だに限定的である。そのため多くの零細農家・農

業協同組合は、生産物を大手流通業者以外の仲買人に販売しており、大手流通業者への販売を

通じたスーパーマーケット等への販路を持っていないのが実態である。このような状況を改善

するためには、零細農家の組織化や市場のニーズに合致した品質・量の農産物を生産すること

により価格交渉力の強化等を行い、農家経営を改善させることが課題となっている。本プロジ

ェクトは、これらの課題に対して、SHEP アプローチを活用して、市場志向型農業を推進し、換

金作物栽培技術の向上、技術力・生産性の向上・バリューチェーン改善等に取り組みながら農

家の生計の向上を目指すものであり、地域のニーズに合致する。  

他方で、野菜栽培について地域のニーズはあるものの、東部地域の中には気候上野菜栽培に

不向きな地域や、大雨による浸水被害、強風による施設栽培の倒壊等が頻繁に起こる地域も多

いことも、プロジェクトを実施する過程で明らかになった。これは野菜栽培のニーズはあるも

のの、当地において予想以上に農家の技術レベルが多様であったこと、自給用の栽培に従事し

ている農家と施設栽培をしている農家が混在していたこと、また彼らの現状に合致しない外部

からの農業プログラムが複数実施されていたことにより、プロジェクトの対象農家層が絞り切

れなかったことも一つの理由と考えられる。同様に、当初計画では以前に実施されていた Propa 

Oriente の農家を対象に支援し、また同プロジェクトで普及した技術を中心に活用することにな

っていたが、本プロジェクトでの第 1 活動サイクル及び第 2 活動サイクルでの対象農家グルー

プは施設栽培を中心としたグループであったことから、新たな有用栽培技術の支援が必要とな

った点、また想定していたスーパーへの販売は一部の農家グループを除いては非常に難しいこ

とも確認されたことは、当初計画では想定していなかった状況であった。 

 

(2) 政策との整合性 

詳細計画当時、エルサルバドル政府の農業政策である「家族農業計画（PAF)」(2011-2014)と
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生産チェーン構築に向けた家族農業を支援する点が政策目的と合致するものだと判断された。

現在エルサルバドル政府は、“Agricultura para el Buen Vivir; Plan Estratégico Institucional 2014 – 

2019”を実施中である。本プロジェクトはアグリビジネスの振興を図っているエルサルバドルの

国家開発計画と整合する。 

わが国の対エルサルバドル国別援助方針（2012 年 4 月）では「経済の活性化と雇用拡大」 

が重点分野として掲げられている。地場産業振興や農業製品の国内販売の促進に向けた支援を

行い、地場産業の確立並びに雇用の創出を目標とする本プロジェクトは、「経済の活性化と雇用

拡大」の達成に貢献する支援として位置づけられる。また、対エルサルバドル事業展開計画に

おいて東部地域開発プログラムは、援助重点分野の一つとなっており、本プロジェクトは同プ

ログラムの中に位置づけられる。 

 

(3) 手段としての適切性 

本プロジェクトは市場ニーズに応じた野菜生産を行うための有用栽培技術の普及と、農家経

営改善手段の普及により、対象農家の持続的な収益性向上を実現するための手法の展開に取り

組んでいる。 

それぞれのコンポーネントは野菜農家の持続的な収益性向上のために不可欠なものであり、

MAG と CENTA が協力してプロジェクト目標達成に取り組むことが期待されている。本プロジ

ェクトで採用している普及手法は、ケニアにおいて小規模園芸農家の所得向上を実現させた

SHEP アプローチを参考にしており、ビジネスとしての農業の推進と、農家のモチベーション

を向上させるための活動デザインに注力している。MAG と CENTA は、同アプローチついて、

今までエルサルバドルになかったものであり、その推進が東部地域の野菜生産農家の収益性向

上に貢献するアプローチであると高く評価している。 

 

4.1.2. 有効性：中程度 

本プロジェクトの 2 つの成果「農家グループの市場適応力や経営手法が改善される」及び「市

場のニーズに応じた生産を行うための有用野菜技術が農家グループに適用される」は、プロジ

ェクト目標を達成するために必要かつ十分な農家グループの能力強化である。プロジェクトの

実施を通じて、これら 2 つの成果が算出されたことにより、プロジェクト目標も概ね達成され

ている。 

ただし、これら能力強化が達成された場合でも、台風による栽培施設の倒壊、洪水あるいは

旱魃の影響により生産物が大きなダメージを受けたり、予測していたほど生産物の価格が安定

しなかったりすることがあり、結果プロジェクト目標である野菜販売による収益が向上するこ

とに繋がらないケースも見られた。 

 

4.1.3. 効率性：中程度  

本プロジェクトに対する日本側及びエルサルバドル側の投入は概ね適切であり、各種投入及

び活動も計画通り実施された。また、成果算出のための活動についても、市場適応力や経営手

法の改善についてはその分野の知見や経験を有する MAG アグリビジネス課が担い、有用栽培

技術の支援についてはその分野の知見や経験を有する CENTA が担い、それぞれ役割分担を行

いかつ情報共有をしながら協力を実施した。ただし、第 1 活動サイクル及び第 2 活動サイクル

においては、全ての対象農家グループに農業普及員を配置することが出来ず、いくつかの農家

グループでは必要な技術支援が十分でない出来ないケースもあった。 

 

(3) 投入のタイミング・質・量 

両国側の各種投入とも概ね計画通りに行われた。 
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MAG については通常のアグリビジネス課は主に首都であるサンサルバドルで業務をするこ

ととなり、本プロジェクトでは東部地域専属の職員 1 名とその他数人が中心的に活動を行って

いる。プロジェクト開始当初は東部地域での MAG のプレゼンスが不足していることもあった

が、その後 MAG 専属の職員の東部地域での業務時間が増加するとともに、対象の農家グルー

プとの信頼関係も強化され、農家経営に関する指導も充実したものになった。これは終了時評

価時の農家グループからの回答にも、農家経営に関する帳簿の活用について評価が高かったこ

とからも伺える。 

CENTA については、2016 年 1 月の制度改変により、普及員の担当地域及び配置の変更があ

ったことから、第 1 活動サイクル及び第 2 活動サイクルの一部対象農家グループへの普及員か

らの直接指導が出来ていない状況が発生した。プロジェクトでは、本来普及員への技術指導の

ために雇用したローカル人材が、対象から外れてしまった農家グループへの直接指導をするこ

とで対応した。第 3 活動サイクルにおいては、CENTA の普及員の通常の業務範囲や対象の農家

グループと対象農家グループ選択時に調整を重ねることにより、CENTA の普及員のよる直接指

導が適切に実施される環境とした。 

 

4.1.4. インパクト：比較的高い 

(1) 上位目標への貢献 

農牧省/農牧林業技術センターにより Horti Oriente の知見を使った農家支援が継続的に行

われる。 

 上位目標の達成に向けて、2018 年 3 月時点で既に具体的な取組が行われていることが確認で

きた。ひとつは東部地域のみならず全国レベルの MAG や CENTA の関係者を交えて、Horti 

Oriente の知見と経験をまとめた業務ガイドライン「技術支援と村落経営評価業務の手法」を作

成したこと、さらにはこのガイドラインを使って、既に全国の一部の普及員に対して研修を実

施していることである。更に MAG アグリビジネス課は、Horiti Oriente の経験を野菜栽培以外

の分野にも活用することを検討中であり、これらを進めることが出来れば上位目標を達成する

可能性は高いと思われる。 

 

 (2) その他のインパクト 

本プロジェクトの波及効果として、次のようなものがあげられる。 

・農村地域での現金収入機会及び雇用機会の提供 

多くの対象農家グループの施設栽培による共同圃場での活動は、個人の圃場をもたないグル

ープメンバー及び住民の集落内での雇用機会を生み出している。山間部の農家グループのある

メンバーは、ネットハウスで 15 日働くと 120 ドルもらえることになり、近くの町にでても 1 日

6 ドル程度の収入でありかつ交通費等の支出もあることを考えると、自分の住む地域での現金

収入は非常にありがたいと語っていた。（中間評価実施時に確認） 

・地域の若者の巻込み、若者への労働機会の提供 

多くの農家グループで若者の参画があり、また奨励されていた。この理由として、学校や仕

事等やることが無いと、地域のマフィアグループに取込まれてしまう可能性もあるが、農家グ

ループで仕事をすることにより、そのリスクが軽減されるとのことであった。また、対象農家

グループの中には、若者を中心とした小グループを組合内に形成して活動を進めているところ

もあり、若者による地域での経済活動の創出に貢献している。（中間評価実施時、終了時評価実

施時に確認） 

・農家グループ間でのネットワークの構築 

本邦研修に一緒に参加した他の農家グループとのネットワークが形成されている。生産物が
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あるものの売り先が無くて困っている農家グループから連絡があり、自分の知っている卸売業

者売を紹介したという事例も聞かれた。このグループのリーダーは他のグループとも電話を通

じて情報共有も行っているとのことだった。（中間評価時に確認） 

・経営改善、経営の多様化による農家グループの収益の向上及びリスク軽減 

 本プロジェクトでは既述のとおり園芸作物の生産量の増加は簡単ではなかった。他方で、簡

単に生産量が増加しない状況を生産者が認識したうえで、それに代わる経営改善及び経営の多

様化を学び、実践することにより、収益の向上や収益の安定のためのリスク軽減を実現した。

例えば、農家組合の中には従来の人の雇用内容を見直し、無駄な支出を削減することで組合全

体の経営状況が改善し、結果、組合メンバーの収入も増えたケースがあった。また、野菜栽培・

販売による経営ではなく、種子用のトウモロコシの生産に転換することにより、従来の経営と

比較して、より効果的・安定的に組合の収入を得ることが出来ている組合があったり、野菜の

生産・販売ではなく、周辺農家の生産した野菜を買上げ、それらを市場に販売することで利益

を上げることで、組合の収入を増加させたりするケースもあった。さらには、近隣の野菜生産

農家から生産物を買い付けて教育省が実施している学校給食プログラムに販売することで、農

家組合として定期的かつ安定した収入を得ることが出来るようになったケースがあった。（中間

評価時、終了時評価時に確認） 

 

4.1.5. 持続性：比較的高い 

 本プロジェクトはエルサルバドル政府の政策と合致しており、実際に、アグリビジネス課は

全国区で Horti Oriente の経験を活用した活動を行うことを計画し、既にそれらに必要な教材の

作成、大臣レベルでの承認の取り付けも行い、加えてこれまでにも既存の教材を活用して全国

レベルの農業普及の関係者に対して研修等を実施している。今後政府の体制が大きく変わらな

い限り、本プロジェクトの手法が東部地域以外にも展開される可能性は高いと考えられる。 

 

1）組織的・政策的持続性 

 「国家 5 カ年計画 2014 年～2019 年」の次の国家計画においても、零細農民への支援、生産

活動の多角化等の市場志向型農業への支援は継続されると思われる。本プロジェクトで蓄積さ

れた知見と経験の持続的な実施には、その担い手の中心となる MAG と CENTA の連携が重要

となるので、今後、さらに市場志向型農業の普及についての両者の連携を強化し、農家グルー

プの収益向上に資する農業普及の支援体制の強化を確立する必要がある。 

 

2）財政的持続性 

 MAG 及び CENTA の関係者が、農家グループへの支援をより適切に必要な頻度で出来る実施

体制を構築できることが望ましく、加えて、より多くの農家グループへの支援を行うためには、

さらなる人材育成も必要となり、そのために必要な予算の確保が必要である。人材育成につい

ては、既に MAG と CENTA の連携により今後実施することが計画されており、また MAG と

CENTA 以外の農業関係者にも研修を実施することが協議されている。今後、今回のプロジェク

トの成果を基に、MAG 及び CENTA 内で、市場志向型農業の推進に必要な予算の確保がなされ

ることを期待する。 

 

3）技術的持続性 

 本プロジェクトでは①市場適応力や経営手法及び②有用野菜技術を中心に関係者の能力強化

を行いながら、農家グループへの支援を行ってきた。これまでプロジェクトに関わってきた

MAG 及び CENTA の関係者には、これらの知識と経験が十分定着している。また、①について

は、実際に農業普及員が農家グループに直接支援することは新しいことではあるものの、必要
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な教材及び研修内容は確立されており、実際にプロジェクトに参加している農業普及員にとっ

ても研修を受けることにより無理なく農家グループへ支援できるものである。②については、

既に MAG や CENTA が有している知識とともに、施設栽培についてもプロジェクトの実施に

より各種マニュアル等の教材を整備している。これまで育成された人材を活用しつつ、教材を

使って新たに人材育成をすることにより、技術面での持続性は十分あると思われる。 

 

4.1.6. 効果発現に貢献した要因 

1）計画内容に関すること 

・SHEP アプローチ適用の効果 

Horti Oriente では SHEP アプローチの視点に基づき、農家自身の主体性を醸成し、市場のニー

ズに基づいた野菜生産及び販売を行い、市場志向型農業を実践することで農家の収入向上を目

指した。SHEP アプローチは C/P 機関である MAG アグリビジネス課にも深く理解され、また

Horti Oriente で力を入れた市場適応力や経営手法の改善については、現場の普及員及び農家グ

ループからもその有効性についての評価が高かった。結果、SHEP アプローチを基に、Horti 

Oriente の知見と経験を踏まえた業務ガイドライン「技術支援と村落経営評価業務の手法」と冊

子「グッドプラクティス」が MAG 省内でも承認されるなど、SHEP アプローチの本プロジェク

トへの適用の効果は大きい。 

 

2）実施プロセスに関すること 

・MAG アグリビジネス課の SHEP アプローチの理解と取組 

MAG アグリビジネス課の Horti Oriente の主要な関係者の SHEP アプローチに対する理解の

深さとそれに基づいた積極的な取組が、プロジェクトの効果発現に寄与した。これは、プロジ

ェクトチームの日頃からの関係者への働きかけ、丁寧な説明や助言が、このような状況の醸成

に貢献したと思われる。結果、多様な関係者との連携による事業の実施、限られた人材での事

業の実施、天候や市場の影響による農家グループの収益向上の難しさ等がある中、粘り強くプ

ロジェクトを実践することに繋がった。 

・適切なプロジェクトデザインの修正 

プロジェクトでは関係者との協議、運営指導調査、中間評価調査等の機会を使い、適切にプ

ロジェクトデザインの修正を行った。具体的には、対象農家グループの選定方法、東部地域で

の活動の強化、MAG と CENTA の役割分担並びに連携体制の強化、PDM の修正による活動並

びにプロジェクト目標や成果等の指標の明確化を行った。結果、より効果的・効率的に事業を

実施することに繋がった。 

 

4.1.7. 問題点及び問題を惹起した要因 

1）計画内容に関する事、実施プロセスに関すること 

・対象農家グループについて 

Horti Oriente で対象とした東部地域の農家グループは非常に多様性があった。結果、第 1 活

動サイクルは大手スーパー等フォーマルな市場への販売の可能性があり、正式に登録され、か

つ施設栽培の経験も有する農家グループ、第 2 活動サイクルは施設栽培の経験を有する正式に

登録された農家グループあるいは未登録の農家グループ、第 3 活動サイクルは一部第 2 活動サ

イクルと同様の場合もあるが、その殆どは未登録の農家グループあるいは近隣の農家の集まり

を農家グループとしたケースが多かった。結果、基本的な SHEP アプローチの適用について大

きな変化はなかったものの、それぞれの特徴に応じた市場適応力や経営手法の支援、農業技術

の支援が必要となった。 
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2）実施プロセスに関すること 

・気候に関すること 

Horti Oriente で対象とした東部地域では、台風によるネットハウスの倒壊、乾季の干ばつ被

害、雨季の洪水被害、高温多湿による病虫害等が発生する。これに対処するためのコストの拡

大、農家グループのやる気の減退への影響は大きかった。コストの拡大に関しては経営手法の

改善の強化により対処し、また農家グループの動機付けにはプロジェクト関係者が丁寧なサポ

ートを行った。しかしながら、一部の農家グループでは残念ながら活動を中断したり、停止し

たりせざるを得ない結果となった。 

 

・治安に関すること 

治安状況も特に適切な市場の開拓、より有利な生産物の販売の実現にマイナスの影響を与え

た。治安の状況により、市場調査の実施や新たな市場の開拓が制限されることになり、生産物

の管理や輸送等についても少なからず影響があった。 

 

・限られた人材と普及員の異動について 

市場志向型農業の普及の鍵となる農業普及員の人数が限られていること、特にプロジェクト

実施期間中に普及員の大きな変更があったことは、プロジェクトの効果発現に影響を与えた。 

 

 

4.2. 結論 

 本プロジェクトは、エルサルバドル側実施機関の政策及び対象地域のニーズと合致している。

また、SHEP アプローチの視点に沿う形で、「農家選定とビジョン・目的の共有」、「農家の気づ

き促進」、「農家による計画作り」、「解決方法の提供」の 4 フェーズに沿って実施しているプロ

ジェクトデザインもカウンターパート機関である MAG アグリビジネス課、CENTA 及び対象農

家グループからの評価は高い。 

プロジェクト目標の達成及び成果の発現については、一部の指標が未達成のものもあるが、プ

ロジェクト目標としては概ね達成される見込みであること、C/P 機関である MAG アグリビジ

ネス課と CENTA には必要な知見と経験が蓄積されていることが確認できた。よって、本プロ

ジェクトは当初予定どおり、討議議事録（R/D）記載の期間である 2018 年 5 月をもって終了す

る。 

今後は、MAG と CENTA が中心となって Horti Oriente で対象とした農家グループへの継続支援

及び他の農家グループへの農家主体の市場志向型農業の普及、さらには東部地域以外の全国レ

ベルでの農家主体の市場志向型農業の普及を、Horiti Oriente の知見と経験を活用して進めてい

くことが期待される。 

 

第 5 章 提言 

終了時評価調査団は、これまでの評価結果を受けて、以下のとおりプロジェクト終了時点以

降に実施すべき事項を提言した。 

 

(1) MAG と CENTA の連携の継続及び強化 

Horti Oriente は、対象農家グループの市場適応力や経営手法について支援するための能力強

化と、市場のニーズに応じた生産を行うための有用栽培技術の能力強化を通じて、対象農家グ

ループの野菜販売による収益の向上、市場志向型農業の実践を支援してきた。今後も継続的に

両方の分野について支援を行うためには、MAGとCENTAの連携の継続が必要である。加えて、
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今後さらに多くの農家グループに市場志向型農業の普及を目指した農業普及を支援するために

は、日々農家グループに対して農業サービスを提供している CENTA の普及員が、これまでの

農業技術の支援に加えて、市場適応力や経営手法についても支援出来る様に、MAG と CENTA

の連携を強化することが必要不可欠である。 

またより機能的に連携を継続・強化するためには、MAG と CENTA が、これまで支援してき

た東部地域での継続的なサポート及び今後の全国レベルでの Horti Oriente の知見と経験を普及

するための活動計画の策定、それぞれの組織での予算の確保、連携した普及活動の実施、及び

モニタリング・評価の実施も必要である。 

 

(2) より多くの人材育成の実施 

Horti・Oriente の知見と経験を持続的に実施し、全国レベルで普及するためには、より多くの

人材の育成は必要不可欠である。 

1） MAG の関係者に対する「農家主体の市場志向型農業」研修をアグリビジネス課職員が

実施する。 

2） CENTA の関係者に対する「農家主体の市場志向型農業」研修を CENTA 研修部が実施

している各種能力強化研修の一つとしてカリキュラムに加え、定期的に実施する。同研修の中

で、業務ガイドライン「技術支援と村落経営評価業務の手法」、冊子「グッドプラクティス」、

有用栽培技術研修用教材を使った研修を実施する。そのために、MAG アグリビジネス課と

CENTA 技術移転普及局が共同で研修を計画、実施する。 

3） MAG と CENTA の支援のもと、国立農業学校（ENA: Escuela Nacional de Agricultura）

で業務ガイドライン「技術支援と村落経営評価業務の手法」、冊子「グッドプラクティス」、有

用栽培技術研修用教材等を使って、市場志向型農業の普及に必要な研修を実施する。 

4） MAG と CENTA は、農業系の大学や NGO に対する市場志向型農業の普及に必要な研

修を実施する。 

 

(3) 上位目標の指標の変更（PDM の変更） 

上位目標「農牧省/農牧林業技術センターにより Horti Oriente の知見を使った農家支援が継続

的に行われる」に関する指標及び入手手段を、以下のとおり変更する。 

＜指標＞ 

① 【変更前】プロジェクト終了後に Horti Oriente の知見を使って支援された農家数が、720 

        以上になる。（農家数 720 の算出根拠：20 農家×12 グループ/年×3 年） 

【変更後】プロジェクト終了後に Horit Oriente の知見を使って支援された農家グル   

ープ数が、36 以上になる。（農家グループ数 36 の算出根拠：12 グループ/年×3 年） 

② 【変更前】新たに支援を受けた農家の 60％以上が、農業生産物の販売による収益を増   

    加させる。 

    【変更後】新たに支援を受けた農家グループの 60％以上が、農業生産物の販売による    

        収益を増加させる。 

 

＜入手手段＞ 

     【変更前】事後調査 

     【変更後】MAG アグリビジネス課のモニタリング報告書 

 

変更理由：MAG の支援方法としては、農家グループを通じた支援が中心となるため、実情に

合わせて変更する。 
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(4) 東部地域におけるアグリビジネスフォーラムの継続実施 

これまで支援してきた農家グループの継続的なサポートの一つとして、アグリビジネスフォ

ーラムを、今後少なくとも 2 回（予算等が確保できた場合には追加的に開催）の開催が望まし

い。生産面や販売面において、農家同士で学ぶこと、農家自身が新たな情報（市場ニーズ、農

業資機材や農業金融等の情報）を得ることによる効果が大いに期待できる。知見の共有や学び

合いの場、農家同士の解決策の提供の場、新たなネットワークの構築の場として、アグリビジ

ネスフォーラムの開催が必要。 

 

(5) MAG 主催による Horti Oriente のモニタリング会議の実施 

プロジェクト終了後 3 年間、MAG 主催による Horti Oriente のモニタリング会議を年に 1 回開

催する。この会議の中で、上位目標達成にむけた活動の進捗状況について、関係機関で情報共

有及び意見交換等を行う。 

 

 

第 6 章 教訓 

(1) 多様なアクターの巻込みによる農業普及人材の確保 

他の中米地域と同様に、エルサルバドルにおいても公的機関の農家グループに農業普及を行う

普及員の数には限りがある。公的機関を軸としつつも、他のドナーが支援する類似プログラム

の普及員、地方自治体で雇用されている普及員、地域に存在する農業分野に関係する NGO や

民間企業の普及員等を巻き込んで、彼らの能力強化を行い、農家グループに市場志向型農業に

必要な支援を行うこと、そのための仕組み作りを行うことが、広く農業普及サービスを提供す

ることや持続的な支援に効果的と考えられる。 

 

(2) 多様な市場の可能性の確認とそれに対応した支援 

 Horti Oriente で対象とした地域が対象と出来る可能性のある市場は多様であった。大手ス

ーパー等フォーマルな市場、地方都市の市場、地域内の定期市、公的機関の給食プログラム等

の政府が関係する市場、さらには隣近所への販売の事例も聞かれた。対象とする農家グループ

層が多様であったことも関連するが、このようなケースにおいては、プロジェクト開始前に可

能性のある多様な市場の可能性を確認した上で、それらの市場及び対象となる農家グループに

対応した支援を行う必要がある。 

 

(3) 多様な支援の戦略的な活用 

 他の中米地域と同様に、エルサルバドルにおいても様々なドナーや公的機関による農業分野

の支援プログラムが同時並行的に実施されている。それぞれの支援には違った目的や制限があ

るが、SHEP アプローチを基にした Horti Oriente で実施している農家主体の市場志向型農業

の支援は、どの支援の中でも活用されるべきものである。Horti Oriente では、他の支援プログ

ラムにより施設栽培を開始あるいは実施している農家グループを対象に、農家主体の市場志向

型農業の支援を行い、彼らの有しているリソースを有効活用し、成果を発現させる後押しを行

った。農家グループの中には、Horti Oriente でネットワークのできた支援プログラムから新た

な支援を取り付けたところもある。多様な支援が存在する地域においては、それらを有効活用

するために戦略的に取り込んでいくことが効果的である。 

                                 （以上） 

 































































































添付資料２

日順 日 曜 場所
高砂　 大
( 総括)

井上　 泰輔
( 協力企画)

ルイ ス・ ミ ゲル・ バスケス
( 協力企画)

1 2/5 月 サンサルバド ル
成田 NH0180 16: 40 → メ キシコ シティ  13: 55
メ キシコ シティ  AM8274 16: 55 → サンサルバド ル 19: 00

2 2/6 火 サンサルバド ル

08: 00 - 08: 30 JI CA事務所会議
08: 30 - 09: 00 評価団会議
09: 00 - 09: 30 移動 ( JI CA事務所 → 農牧省）
09: 30 - 10: 00 専門家打ち合わせ
10: 00 - 12: 00 農牧省、 国立農牧林業技術センタ ー( CENTA) と 会議
14: 30 - 15: 00 農牧大臣表敬

08: 00 - 08: 30 JI CA事務所会議
08: 30 - 09: 00 評価団会議
09: 00 - 09: 30 移動 ( JI CA事務所 → 農牧省）
09: 30 - 10: 00 専門家打ち合わせ
10: 00 - 12: 00 農牧省、 国立農牧林業技術センタ ー( CENTA) と 会議
14: 30 - 15: 00 農牧大臣表敬

08: 30 - 09: 00 評価団会議
09: 00 - 09: 30 移動 ( JI CA事務所 → 農牧省）
09: 30 - 10: 00 専門家打ち合わせ
10: 00 - 12: 00 農牧省、 国立農牧林業技術センタ ー( CENTA) と 会議
14: 30 - 15: 00 農牧大臣表敬

3 2/7 水
サンサルバド ル
/サン・ ミ ゲル

07: 15 - 09: 30  移動 ( サンサルバド ル → ウスルタ ン）
09: 30 ACPABALE農家グループ訪問 ( ウスルタ ン)
14: 00 Los Manunes農家グループ訪問 ( ウスルタ ン)

07: 15 - 09: 30  移動 ( サンサルバド ル → ウスルタ ン）
09: 30 ACPABALE農家グループ訪問 ( ウスルタ ン)
14: 00 Los Manunes農家グループ訪問 ( ウスルタ ン)

07: 15 - 09: 30  移動 ( サンサルバド ル → ウスルタ ン）
09: 30 ACPABALE農家グループ訪問 ( ウスルタ ン)
14: 00 Los Manunes農家グループ訪問 ( ウスルタ ン)

4 2/8 木 サン・ ミ ゲル
09: 00 Ar bol  de Cor t ez農家グループ訪問 ( サン・ ミ ゲル)
14: 00 San Bar t ol o農家グループ訪問 ( モラ サン)

09: 00 Ar bol  de Cor t ez農家グループ訪問 ( サン・ ミ ゲル)
14: 00 San Bar t ol o農家グループ訪問 ( モラ サン)

09: 00 Ar bol  de Cor t ez農家グループ訪問 ( サン・ ミ ゲル)
14: 00 San Bar t ol o農家グループ訪問 ( モラ サン)

5 2/9 金
サン・ ミ ゲル

/サンサルバド ル

08: 30 CENTA普及員と ワーク ショ ッ プ
10: 30 移動( サン・ ミ ゲル → 農牧省)
14: 00 報告書案作成・ 打ち合わせ ( MAGアグリ ビジネス課)

08: 30 CENTA普及員と ワーク ショ ッ プ
10: 30 移動( サン・ ミ ゲル → 農牧省)
14: 00 報告書案作成・ 打ち合わせ ( MAGアグリ ビジネス課)

08: 30 CENTA普及員と ワーク ショ ッ プ
10: 30 移動( サン・ ミ ゲル → 農牧省)
14: 00 報告書案作成・ 打ち合わせ ( MAGアグリ ビジネス課)

6 2/10 土 サンサルバド ル 報告書案作成・ 打ち合わせ 報告書案作成・ 打ち合わせ

7 2/11 日 サンサルバド ル 報告書案作成・ 打ち合わせ 報告書案作成・ 打ち合わせ

8 2/12 月 サンサルバド ル
08: 00 評価団打ち合わせ
12: 00 専門家打ち合わせ
14: 00 ミ ニッ ツ事前会議 ( MAG、 CENTA)

08: 00 評価団打ち合わせ
12: 00 専門家打ち合わせ
14: 00 ミ ニッ ツ事前会議 ( MAG、 CENTA)

14: 00 ミ ニッ ツ事前会議 ( MAG、 CENTA)

9 2/13 火 サンサルバド ル
7: 30 - 8: 00 ミ ニッ ツ事前会議 ( MAG農業経済局長)
報告書案作成・ 打ち合わせ

7: 30 - 8: 00 ミ ニッ ツ事前会議 ( MAG農業経済局長)
報告書案作成・ 打ち合わせ

7: 30 - 8: 00 ミ ニッ ツ事前会議 ( MAG農業経済局長)
報告書案作成・ 打ち合わせ

10 2/14 水 サンサルバド ル 報告書案作成・ 打ち合わせ 報告書案作成・ 打ち合わせ

11 2/15 木 サンサルバド ル

08: 50 - 10: 00 ミ ニッ ツ署名式
12: 00 - 13: 30 関係者食事会 ( MAG、 CENTA)
13: 40 - 14: 00 MAG農業経済局長挨拶
サンサルバド ル AV0588 20: 25 → グアテマラ シティ  21: 23

08: 50 - 10: 00 ミ ニッ ツ署名式
12: 00 - 13: 30 関係者食事会 ( MAG、 CENTA)
13: 40 - 14: 00 MAG農業経済局長挨拶

08: 50 - 10: 00 ミ ニッ ツ署名式

25 22-Mar Jue

終了時評価調査日程



PDM  Versión 1   
 

プロジェクト名称： エルサルバドル国 東部地域野菜農家収益性向上プロジェクト 
実施機関：  農牧省 農業経済局 
協力機関： 農業技術センター（CENTA）の東部地域における普及局支所 （10 支所） 
対象グループ： 東部地域における野菜生産農家グループ 
実施期間：  2014 年 5 月 29 日～2018 年 5 月 30 日 （4 年間） 
対象地域 ： 東部地域における 4 県（ウスルタン県、サンミゲル県、モラサン県、ラウニオン県） 改訂日：2015 年 4 月 27 日 

要約 指標 入手手段 外部条件 
上位目標 1) スーパー向けに農産品を販売している東部地域の農家グループ数が xx%増

加する。 
2) 新しく習得した知識や技術を農業や販売に適用している農家数が東部地域

で xx％増加する。 
3) 東部地域農家グループの野菜販売による収入が xx%増加する。 

 
事業完了報告書 

 
東部地域の野菜生産農家グループ

の野菜販売による収益性が向上す

る。 

プロジェクト目標 1) 対象農家グループの収益性（売上高営業利益率）が野菜販売を通じて 3 % ポ
イント増加する。 

2) 対象農家グループの野菜生産にかかるコスト率（売上原価率）が 4%ポイン

ト削減される。 

事業完了報告書 エルサルバドル国内の野菜価

格の暴落を引き起こすような

外国産農産品の大量輸入が発

生しない。 

対象野菜生産農家グループの野菜

販売による収益性が向上する。 

アウトプット    
1. 対象野菜生産農家グループ、民

間小売業の関係強化を通じて

対象野菜生産農家グループの

市場適応力が改善される。 

1) 対象農家グループの 60%が定期的に需要動向、価格、市場傾向に関する情

報にアクセスしている。  
2) 新規にスーパーマーケットおよびその他の販売先と契約する農家グループ

が 100%増加する。 

ベースライン調査 
市場調査 
業務完了報告書 

2. 市場のニーズに応じた生産を

行うための有用栽培技術・経営

改善手段が対象野菜生産農家

グループに適用される。 

1) 対象農家の 50%が市場ニーズに対応した適切な栽培技術を適用している。 
2) 対象農家グループのうち 50%が次のいずれかの経営改善手法を実施適用し

ている：年間作付計画に基づいた通年出荷、作付作物の多様化、簡易マーケ

ティング調査、財務会計、管理会計、売上管理。 

ベースライン調査 
市場調査 
業務完了報告書 

活動 投入  干ばつなどの甚大な天災が生

じない。 1-1 アグリビジネス課は農家グループの野菜の流通網の現

状を把握するためのベースライン調査を実施する。 
 
1-2 農家グループ、スーパーおよびアグリビジネス課の職

員は農産物の流通改善に関する研修に参加する。（同

研修には契約栽培、ブランディング、組織化、地産地

消なども含む） 
 

日本 エルサルバドル 
(a) 専門家派遣 
農産品流通 
マーケティング 
研修管理  
アクションプラン実施支援 

 

(a) カウンターパートの任命  
・プロジェクト・ダイレクター：農牧省

農業経済局局長 
・プロジェクト・こーディンテータ：農

牧省アグリビジネス課課長 
・農牧省アグリビジネス課職員  

＜前提条件＞ 
農牧省はプロジェクト実施に

適切な人数の職員を配置し業

務を維持するための充分な予

算を確保する。 
 
 



1-3 活動 1ー2 の研修に参加した農家グループ、スーパーお

よびアグリビジネス課職員は農産品流通を改善する

ためのアクションプランを作成する。 
 
 
1-4 活動 1ー2 の研修に参加した農家グループ、スーパー、

アグリビジネス課職員は、活動 1ー3 で作成したアク

ションプランを実施する。 
 
1-5 活動 1ー2 の研修に参加した農家グループ、スーパー、

アグリビジネス課職員はアクションプランの実施を

通じ教訓を得る。 
 
2-1 対象農家グループの野菜生産技術および営農の現況を

把握するためのベースライン調査を実施する。 
 
 
2-2 東部地域 CENTA 普及員に対する栽培技術と経営管理

技術に関する能力強化を実施する。 

b) 研修  
本邦研修（年 1 回、プロジェクト実施

期間中 3 回） 
 
(c) 機材 必要に応じ 
 
(d) プロジェクト実施に必要な経費追加

投入の必要が生じた場合には、プロジェ

クト実施期間中に、JICA および農牧省

の間で議論し確定する。 

・農業技術センター（CENTA）東部地

域普及員 
 
(b) ローカルコスト 
・カウンターパート職員の日当、宿泊、

交通費。 
・プロジェクト事務所の電気、電話、イ

ンターネットの経費および研修設備。 

 

注 1：本プロジェクトはPROPA で支援された野菜（トマト、キュウリ、ズッキーニ、スイカ、タマネギなどおよびトウモロコシ、ロロコなど伝統的作物）を対象とする。 
注 2：市場適応力の向上とは、生産者が、商品に求められる要件や価格などに関する十分な市場情報を、栽培開始前の適期に入手できること、を意味する。 
注 3：「有用栽培技術」とはPROPA によって振興されたハウス栽培や節水灌漑技術などの有機栽培技術を含む。「経営改善手段」とは農業会計管理、収益分析などを含む。 
 



PDM Version 2 
 

プロジェクト名称： エルサルバドル国 東部地域野菜農家収益性向上プロジェクト 
実施機関：  農牧省 農業経済局 
協力機関： 農業技術センター（CENTA）の東部地域における普及局支所 （10 支所） 
対象グループ： 東部地域における野菜生産農家グループ 
実施期間：  2014 年 5 月 29 日～2018 年 5 月 30 日 （4 年間） 
対象地域 ： 東部地域における 4 県（ウスルタン県、サンミゲル県、モラサン県、ラウニオン県） 改訂日：2016 年 11 月 4 日 

要約 指標 入手手段 外部条件 
上位目標 1) プロジェクト終了後に Horit・Oriente の知見を使って支援された農家数が、7201

以上になる。 
2) 新たに支援を受けた農家の 60％以上が、農業生産物の販売による収益を増加

させる。 

 
現地調査 

 
農牧省/農業技術センターにより

Horti・Ooriente の知見を使った農家

支援が継続的に行われる。 
プロジェクト目標 1) 対象農家グループの 60％以上が、野菜販売による収益（売上－コスト*）を増

加させる。 
 

*種苗、肥料・農薬等の購入費、作物の運搬費等の生産・販売・管理コスト。生産のた

めの人件費もコストに含む。 
  
2）Horti Oriente の普及方法を習得した MAG、CENTA の職員が合計 26 人以上に

なる。 

エンドライン調査 
 
 
 
 
 
アンケート調査 

農牧省/農業技術センターの

大規模な組織改編が行われ

ない。 
対象野菜生産農家グループの野菜

販売による収益が向上する。 

アウトプット   エルサルバドル国内の野菜

価格の暴落を引き起こす

ような外国産農産品の大

量輸入が現状以上に頻発

しない。 

1. 対象野菜生産農家グループの市

場適応力や経営手法が改善され

る。 

1) 対象農家の 60 ％以上が、以前よりも有利に生産物を販売できるようになる。 
2) 対象農家グループの 50%が次のいずれかの経営改善手法を実施適用してい

る：年間作付計画に基づいた出荷、作付作物の多様化、市場調査、売り上げ

管理等。 
 
3) 作成された市場適応力や経営手法についての手引き及びグッドプラクティ

ス。 

エンドライン調査  
エンドライン調査 
 
市場適応力や経営手法に

ついての手引き及びグッ

ドプラクティス 

2. 市場のニーズに応じた生産を行

うための有用栽培が対象野菜生

産農家グループに適用される。 
*有用栽培技術には収穫後処理も含

む。 

1) 対象農家の 50%が市場ニーズに対応した適切な栽培技術を適用している。 
 
2) 作成された有用栽培栽培技術研修用カリキュラム及び教材。 
 

エンドライン調査 
 
有用栽培技術研修用カリ

キュラム及び教材 

                                                   
1 推定結果 (20 農家 x 12 グループ /年 x 3 年) 



活動 投入  干ばつなどの甚大な天災が

生じない。 0 アグリビジネス課、CENTA、スーパーマーケット等の関

係機関が包括アクションプランを策定し、活動実施体制

や役割分担を明確化する。 
 
1-1 包括アクションプランを元に、アグリビジネス課が

CENTA と一緒に対象農家グループに対する市場志向型

農業普及パッケージを考案し、実施する。 
 
1-2 アグリビジネス課が対象農家グループに対して市場適用

力や経営手法を改善するための研修を行う。 
 
1-3 アグリビジネス課が、1-1 の活動を実施の手引き及びグ

ッドプラクティスとして取り纏める。 
 
1-4 アグリビジネス課が、1-3 で作成した手引きを使用して

職員の人材育成を行う。 
 
 
2-1 包括アクションプランを元に、CENTA がアグリビジネス

課と一緒に農家グループに対する市場志向型農業普及パ

ッケージを考案し、実施する。 
 
2-2 東部地域 CENTA 普及員に対する栽培技術に関する能力

強化を実施する。 
 
2-3 CENTA が農家の作成したアクションプランに基づき、

農家に対する有用栽培技術研修用の、カリキュラム及

び教材を作成する。 
 
2-4 CENTA 普及員が、2-3 で作成したカリキュラム及び教

材を使用して、対象の農家に対して、有用栽培技術指

導を実施する。 

日本 エルサルバドル 
(a) 専門家派遣 
農産品流通 
マーケティング 
研修管理  
アクションプラン実施支援 

 
b) 研修  

本邦研修（年 1 回、プロジェクト実施

期間中 2 回） 
 
(c) 機材 必要に応じ 
 
(d) プロジェクト実施に必要な経費追加

投入の必要が生じた場合には、プロ

ジェクト実施期間中に、JICA および

農牧省の間で議論し確定する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) カウンターパートの任命  
・プロジェクト・ダイレクター：農牧省

農業経済局局長 
・プロジェクト・コーディネータ：農牧

省アグリビジネス課課長 
・農牧省アグリビジネス課職員  
・農業技術センター（CENTA）東部地域

普及員 
 
(b) ローカルコスト 
・カウンターパート職員の日当、宿泊、

交通費。 
・プロジェクト事務所の電気、電話、イ

ンターネットの経費および研修設備。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜前提条件＞ 
農牧省はプロジェクト実施

に適切な人数の職員を配置

し業務を維持するための充

分な予算を確保する。 
 
 

<懸案事項と対策> 

注 1：本プロジェクトは PROPAで支援された野菜（トマト、キュウリ、ズッキーニ、スイカ、タマネギなどおよびトウモロコシ、ロロコなど伝統的作物）を対象とする。 
注 2：市場適応力の向上とは、生産者が、商品に求められる要件や価格などに関する十分な市場情報を、栽培開始前の適期に入手できること、を意味する。 
注 3：「有用栽培技術」とは PROPAによって振興されたハウス栽培や節水灌漑技術などの有機栽培技術を含む。「経営改善手段」とは農業会計管理、収益分析などを含む。 
 



(1)  プロジェクト活動の一環として実施させた本邦研修の参加者

No

開始 終了 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

1 Sra. Ana Guadalupe Navarrete de Rodríguez MAGアグロビジネス課
市場知識担当技術者

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2014年7月31日 2014年8月20日

2 Sra.  Jessica Mirella González Hernández アグロビジネス課
市場アクセス担当技術者

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2014年7月31日 2014年8月20日

3 Sr.  José Ademir Arriaza CENTA　San Francisco Gotera
　普及員

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2014年7月31日 2014年8月20日

4 Sr.  Carlos Alberto Chicas Rodríguez ACOPACANES農家グループ

のメンバー (ウスルタン)
市場志向型農産物流通：野菜農家と

スーパー間の流通改善
2014年7月31日 2014年8月20日

5 Sra.  Ana Sofía Amaya ACOPABCHA農家グループ

のメンバー (ウスルタン)
市場志向型農産物流通：野菜農家と

スーパー間の流通改善
2014年7月31日 2014年8月20日

6 Sr.  Tulio Asención Argueta Chicas  AEPANM農家グループ

のメンバー (モラサン)
市場志向型農産物流通：野菜農家と

スーパー間の流通改善
2014年7月31日 2014年8月20日

7 Sr.  Wilfredo Villelas Guevara  ACPACUV農家グループ

のメンバー (モラサン)
市場志向型農産物流通：野菜農家と

スーパー間の流通改善
2014年7月31日 2014年8月20日

8 Sr.  Francisco José Alcaine Mayorga スーパーセレクトス、
機会創出プログラム責任者

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2014年7月31日 2014年8月20日

9 Sra.  Patricia Carolina Matamoros de Osorio スーパーセレクトス、
品質管理マネージャー

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2014年7月31日 2014年8月20日

10 Sra.  Keny Edith Escamilla Romero MAGアグロビジネス課長
市場志向型農産物流通：野菜農家と

スーパー間の流通改善
2015年8月2日 2015年8月19日

11 Sr.  José Adalberto Rivas Sánchez MAGアグロビジネス課
プロジェクト担当職員

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2015年8月2日 2015年8月19日

12 Sr.  Wilmer Eduardo Martínez Pacheco CENTA Nueva Guadalupe
普及員

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2015年8月2日 2015年8月19日

13 Sr. Hugo Nelson Ramos López CENTA Santa Elena
　普及員

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2015年8月2日 2015年8月19日

14 Sr. Manuel de Jesús Mejía Aguilar  La Constancia農家グループ

のメンバー (ウスルタン)
市場志向型農産物流通：野菜農家と

スーパー間の流通改善
2015年8月2日 2015年8月19日

15 Sra. María Romilia Alvarado Canizalez  Estrellas del Bajo Lempa農家
グループのメンバー（ウスルタン）

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2015年8月2日 2015年8月19日

16 Sr.  Ignacio Juárez Sagastizado Regantes Nueva España農家
グループのメンバー（ラウニオン）

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2015年8月2日 2015年8月19日

17 Sr. Esequiel Cruz Cerrato  La Guacamayera農家グループ
のメンバー（ラウニオン）

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2015年8月2日 2015年8月19日

18 Sr.  Jaime Andrés Portillo Chicas  Crio Las Cocinas農家グループ
のメンバー（サンミゲル）

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2015年8月2日 2015年8月19日

19 Sr.  Gabriel Narciso Meléndez Las Gemelitas農家グループ
のメンバー（サンミゲル）

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2015年8月2日 2015年8月19日

20 Sra.  Marina Concepción Hernandez  ACOMPAS農家グループ
のメンバー（モラサン）

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2015年8月2日 2015年8月19日

21 Sr.  Elmer Alcides Chicas Aranda ACOPROCOCTI農家グループ
のメンバー（モラサン）

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2015年8月2日 2015年8月19日

22 Sra.  Marjorie Cabezas ウォルマート社
農産物流通部門責任者

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2015年8月2日 2015年8月19日

23 Sr.  Carlos Andrés García López ウォルマート社
果実野菜購入担当

市場志向型農産物流通：野菜農家と
スーパー間の流通改善

2015年8月2日 2015年8月19日

添付資料５：　本邦研修実績

2018年度

氏名 研修名
研修期間 2015年度

所属
2017年度2016年度2014年度



単位:US $

8,206 13,135 11,394 32,735

20,944 34,557 16,378 71,880

2,220 4,160 325 6,705

2,503 2,996 2,685 8,184

2,988 5,980 755 9,723

467 789 414 1,670

948 1,370 856 3,174

870 990 1,193 3,053

1,655 0 0 1,655

2,618 0 2,900 5,518

20,681 13,442 0 34,123

64,101 77,419 36,901 178,421

添付資料6: JICA負担現地活動費

予算項目
2014年度

(1年目)
2015年度

(2年目)
2016年目

(3年目の9月30日まで) 合計

合計

現地傭上 (アシスタント, 通訳, 農業技術者)

車両借上げ費・燃料費 (調査団および農家用)

イベント会場借上げ

投入(紙、インク、トナー、ワークショップ用備品、訓練用

農業投入物)

アシスタント、農業技術者、農家のための交通費・旅費

通信費 (携帯充電)

印刷費 (プロジェクト広報誌、教材用)

ワークショップ用軽食

最終報告書発行

機材(コピー機, UPS, エアコン, 印刷機)

本邦研修 (航空運賃、宿泊費、日当は含まない)



No 専門

開始 終了／継続 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

1 Ing. Elías Barriere 農牧経済総局長 プロジェクトダイレクター 2014年6月 2016年3月

2 Lic. José Wilberto Hernández 農牧経済総局長 プロジェクトダイレクター 2016年3月 継続

3 Ing. Keny Escamilla アグロビジネス課長 プロジェクトコーディネイター 2014年6月 継続
2015年8月受講

4 Lic. Jessica González アグロビジネス課、技術者 アグロ企業開発 2014年6月 継続
2014年8月受講

5 Lic. Bladimir Deras アグロビジネス課、技術者 アグロ企業開発 2014年6月 継続

6 Ing. Francisco Marquez アグロビジネス課、技術者 市場知識 2015年1月 2015年12月

7 Lic. Cecilia Quan アグロビジネス課、技術者 市場アクセス 2014年6月 2015年3月

8 Sr. Adalberto Rivas アグロビジネス課、技術者 アグロ企業開発 2014年9月 継続
2015年8月受講

9 Lic. Cesar Quintanilla アグロビジネス課、技術者 アグロ企業開発 2014年6月 継続

10 Lic. Luis Vargas アグロビジネス課、技術者 市場知識 2016年1月 継続

11 Ing. Ana Guadalupe Navarrete アグロビジネス課、技術者 市場知識 2014年6月 継続
2014年8月受講

12 Ing. Carlos Guzmán アグロビジネス課、技術者 市場アクセス 2014年6月 継続

13 Sr. Ricado Torres アグロビジネス課、技術者 市場アクセス 2014年6月 継続

14 Sra. Mayra Montano アグロビジネス課、技術者 市場アクセス 2014年6月 継続

15 Sr. Santos Estanislao Renderos アグロビジネス課、技術者 市場アクセス 2015年1月 継続

16 Sra. Guadalupe Arias アグロビジネス課、技術者 市場アクセス 2016年9月 継続
う

17 Sra. Margdalena Serrano 農牧経済総局スタッフ 秘書 2014年6月 継続

1 Ing. Napoleón Mejía  CENTA技術移転局長 技術移転 2015年10月 継続

2 Ing. Joel Monge Figueroa CENTA 東部地域総括 管理 2014年6月 Septiembre 2016

3 Ing. César Mejicano E CENTA 東部地域野菜専門家 農業技術 2014年6月 継続

4 Ing. Hugo Nelson Ramos CENTA Santa Elena普及員 農業技術 2014年6月 継続
2015年8月受講

5 Ing. Wilmer Martínez CENTA Nueva Guadalupe普及員 農業技術 2014年6月 継続
2015年8月受講

6 Ing. José Ademir Arriaza CENTA San Francisco Gotera普及員 農業技術 2014年6月 継続
2014年8月受講

7 Ing. Silver Gómez CENTA Osicala普及員 農業技術 2014年6月 継続

8 Ing. Francisco Javier Palacios CENTA Jiquilisco普及員 農業技術 2014年6月 継続

9 Ing. Ángel García CENTA San Miguel普及員 農業技術 2014年6月 継続

10 Ing. Manuel de Jesús Nuñez CENTA San Miguel普及員 農業技術 2014年6月 継続

11 Ing. Margarita Salamanca CENTA Sesori普及員 農業技術 2014年6月 継続

12 Ing. Salvador Guevara CENTA La Cañada普及員 農業技術 2014年6月 継続

13 Ing. Wilmer Muñoz CENTA 普及員 農業技術 2014年6月 継続

14 Ing. Juan Soto CENTA普及員 農業技術 2014年6月 継続

15 Ing. Ermin Morataya  CENTA 普及員 農業技術 2014年6月 継続

添付資料7： C/Pの配置実績（MAG、CENTA)
氏名 職位 / 組織

関係期間 2014 2015 2016 2017 2018
本邦研修参加



MAG , アグリビジネス課 単位:US$

61,200 30,600 91,800
7,650 15,300 7,650 30,600

15,810 31,620 15,810 63,240
22,950 45,900 22,950 91,800
9,710 13,410 5,780 28,900
3,600 7,200 3,600 14,400

300 600 300 1,200
125 250 125 500
60 120 60 240
28 56 28 113
72 144 72 288

60,306 175,800 86,975 323,081

CENTA 単位:US$

27,500 38,000 19,000 84,500
19,415 21,300 10,650 51,365
2,200 2,400 1,200 5,800

450 550 275 1,275
3,520 3,840 1,920 9,280

60 70 35 165

53,145 66,160 33,080 152,385

No. 項目 場所

1 CENTA普及員に対する訓練用の農業投入物 San Miguel

1 CENTA普及員に対する訓練用の農業投入物 San Miguel

2 農家に対する訓練用の農業投入物 San Miguel

1 CENTA普及員に対する訓練用の農業投入物 San Miguel

2 農家に対する訓練用の農業投入物 San Miguel 殺虫剤, 肥料,種子.

2014年度

殺虫剤, 肥料, 種子.

2015年度

携帯電話

ローカルコスト (インターネット、水、電気)
紙

合計

内訳

2016年度

Cosedora, Ph metro, Conductivímetro
殺虫剤, 肥料, 種子.

殺虫剤, 肥料,種子.

殺虫剤, 肥料,種子.

人件費

燃料費

車両・オートバイ使用料

Mobiliaria y equipo
ローカルコストおよび会議室

インターネット

電気

合計
2014年度

(1年目)
2016年目

(3年目の9月30日まで)

固定電話

水

紙

合計

予算項目
2015年度

(2年目)

合計

人件費

燃料費

日当

車両使用料

添付資料8: CP機関負担現地活動経費

予算項目
2014年度

(1年目)
2015年度

(2年目)
2016年目

(3年目の9月30日まで)



販売改善

スー
パー

その他ﾌｫｰ
ﾏﾙ市場

ｲﾝﾌｫｰﾏﾙ市
場

売上高
(A)

ｽｰﾊﾟｰ/売
上高

 売上高
営業利益

率
(X/A)

ベースラ

インとの

比較

 売上原
価率
（B/A)

ベースラ

インとの

比較

生産

量

売上

高

(A)

コス

ト

(B)

利益

(X)

地域に

落ちた

お金

(D=A-C)

営業

利益

率

X/A

売上

原価

率

B/A

負
債

投
資

そ
の
他

備考（ベースライン時と比較して、$1,000以上の変化を
及ぼしたもののみ記す）

病虫
害

ネット
ハウス
の風
倒・老
朽化

組織内
不和・
分裂

治安悪
化・農
作物な
どの窃
盗

水不
足

実施した対策 売上管理 市場調査 作付多様化
年間作付計
画

販路拡大・
変更

品種選定
品質改善
選果
作期変更

新作物
導入

GAP
（農業グッ
ドプラク
ティス）

2013 0 0 0 0 0% 0 0 0 0 0.0% 0%
2015 0 0 0 0 0% 0 0 0 0 0.0% 0.0 0% 0.0
2016 40,066 0 0 40066 100% 16,654 23,412 23,526 16,540 41.3% 41.3 59% 58.7
差 40,066 0 0 40,066 100% 16,654 23,412 23,526 16,540

- -
2013 7,465 0 28,265 35,730 21% 2,919 32,811 12,199 23,531 65.9% 34%
2015 1,983 0 15,329 17,312 13% 8,417 8,896 12,029 5,284 30.5% -35.3 69% 35.3
2016 28,577 42,349 70,926 40% 45,780 25,146 58,908 12,018 16.9% -48.9 83% 48.9
差 21,112 0 14,084 -18,418 19% 42,861 -7,665 46,709 -11,513

2013 2,411 0 3,351 5,762 42% 4,641 1,121 5,820 -58 -1.0% 101%
2015 1,435 0 2,615 4,050 35% 1,386 2,664 2,286 1,764 43.6% 44.6 56% -44.6 
2016 659 4,865 5,524 12% 2,716 2,808 5,314 210 3.8% 4.8 96% -4.8 
差 -1,752 0 1,514 -238 -30% -1,924 1,686 -506 268

2013 1,467 203 15,149 16,819 9% 4,713 12,106 10,413 6,406 38.1% 62%
2015 0 0 12,039 12,039 0% 6,135 5,904 10,289 1,750 14.5% -23.6 85% 23.6
2016 18,361 18,361 0% 5,777 12,583 11,714 6,647 36.2% -1.9 64% 1.9
差 -1,467 -203 3,212 1,542 -0 1,064 477 1,301 241
2013 962 0 755 1,717 56% 867 850 3,227 -1,510 -87.9% 188%
2015 36 0 831 867 4% 270 597 539 328 37.9% 125.8 62% -125.8 
2016 0 0 4,326 4,326 0% 2,898 1,428 4,038 288 6.7% 94.6 93% -94.6 
差 -962 0 3,571 2,609 -56% 2,031 578 811 1,798

2013 0 0 0 0% 0 0 0 0 0.0% 0%
2015 2,180 0 5,087 7,267 43% 3,743 3,524 9,011 -1,744 -24.0% -24.0 124% 124.0
2016 0 0 0 8,240 0% 15,188 -6,948 17,624 -9,384 -113.9% -113.9 214% 213.9
差 0 0 0 8,240 0% 15,188 -6,948 17,624 -9,384

2013 0 0 26,032 26,032 0% 40,977 -14,945 44,097 -18,065 -69.4% 169%
2015 0 0 0 0 0% 0 0 0 0
2016 0 0 0 0% 0 0 0 0 69.4 -169.4 
差 0 0 -26,032 -26,032 0% -40,977 14,945 -44,097 18,065

2013 0 0 7,957 7,957 0% 943 7,014 6,785 1,172 14.7% 85%
2015 0 0 2,883 2,883 0% 2,566 317 6,320 -3,437 -119.2% -133.9 219% 133.9
2016 0 0 5,769 5,769 0% 1,186 4,583 2,717 3,052 52.9% 38.2 47% -38.2 
差 0 0 -2,188 -2,188 0% 243 -2,431 -4,068 1,880
2013 0 0 13,404 13,404 0% 3,540 9,864 8,040 5,364 40.0% 60%
2015 0 0 12,000 12,000 0% 2,690 9,310 5,190 6,810 56.8% 16.7 43% -16.7 
2016 0 0 0 0 0% 0 0 0 0 -40.0 -60.0 
差 0 0 -13,404 -13,404 0% -3,540 -9,864 -8,040 -5,364

2013 0 0 25,279 25,279 0% 15,295 9,984 33,240 -7,961 -31.5% 131%
2015 0 0 7,768 7,768 0% 2,209 5,559 6,678 1,090 14.0% 45.5 86% -45.5 
2016 1,343 1,343 0% 539 804 749 594 44.3% 75.7 56% -75.7 
差 0 0 -23,936 -23,936 0% -14,757 -9,179 -32,491 8,555

2014 0 0 3,231 3,231 0% 35,230 -31,999 35,350 -32,119 -994.1% 1094%
2015 3,115 0 3,115 6,230 100% 778 5,453 1,115 5,115 82.1% 1076.2 18% -1076.2 
2016 0 0 1,650 1,650 0% 1,135 515 1,470 180 10.9% 1005.0 89% -1005.0 
差 0 0 -1,581 -1,581 0% -34,095 32,514 -33,880 32,299

2014 750 1,500 2,250 33% 24,400 -22,150 30,000 -27,750 -1233.3% 1333%
2015 0 0 1,290 1,290 0% 225 1,065 1,125 165 12.8% 1246.1 87% -1246.1 
2016 0 0 0% 100 -100 160 -160 0.0% 1233.3 0% -1333.3 
差 -750 0 -1,500 -2,250 -33% -24,300 22,050 -29,840 27,590
2014 0 0 13,000 13,000 0% 15,363 -2,363 17,667 -4,667 -35.9% 136%
2015 1,766 0 4,122 5,888 30% 5,168 720 5,168 720 12.2% 48.1 88% -48.1 
2016 1,222 3,871 5,092 24% 4,446 647 9,152 -4,060 -79.7% -43.8 180% 43.8
差 1,222 0 -9,129 -7,908 24% -10,917 3,009 -8,515 607

2014 0 0 1,536 1,536 0% 33,713 -32,177 33,928 -32,392 -2108.9% 2209%
2015 0 0 12,531 12,531 0% 3,770 8,761 6,936 5,595 44.6% 2153.5 55% 55.4
2016 0 0 11,320 11,320 0% 2,134 9,186 7,147 4,173 36.9% 2145.7 63% -2145.7 
差 0 0 9,784 9,784 0% -31,579 41,363 -26,781 36,565

2014 0 0 25,278 25,278 0% 19,211 6,067 19,211 6,067 24.0% 76%
2015 0 0 0 0 0% 1,565 -1,565 1,565 -1,565 0.0% -24.0 0% -76.0 
2016 5,961 5,961 0% 3,672 2,289 5,993 -32 -0.5% -24.5 101% 24.5
差 0 0 -19,317 -19,317 0% -15,539 -3,778 -13,218 -6,099

2014 0 0 8,643 8,643 0% 11,514 -2,871 16,560 -7,917 -91.6% 192%
2015 0 0 10,686 10,686 0% 1,900 8,786 3,795 6,891 64.5% -35.9 36% -156.1 

市場ニーズに応じた栽培

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1 1

1

1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

AEPANMの活動の中心は個人生産された野菜の共同出荷であり、本
表では他グループと基準を統一するため野菜のグループ栽培分のみ
を計上し、個人生産分については個人栽培状況調査に計上しまし
た。2015年末よりネットハウス4棟でのトマトグループ栽培を開始
したことにより、生産量が増加しました。もともと技術力のあるグ
ループであり、栽培状況は順調です。技術者を派遣し、水耕溶液の
調整などについて指導しています。

2016年度からはネットハウス8棟に栽培規模を拡大したことで大幅
に生産量を増やしました。トマトの収穫期も最長10カ月に伸びてお
り、栽培技術をマスターしたといえます。技術者を派遣して水耕溶
液の調整などの指導を行ないました。現在ではpHや電導度の調整
も自力で行っています。

2015年初頭には青枯病による相次ぐ作付け失敗によりグループ崩壊
も危惧されましたが、技術者の派遣を通じて生産状況が改善したこ
とで持ち直しました。2017年度よりグループは10人と7人の小グ
ループ2つに分かれ、それぞれネットハウスでの共同栽培を行って
います。3月~4月に水源の水量が低下し、灌漑水の質が悪化するこ
とも収量伸び悩みの要因となっています。水耕溶液の調整などの課
題はまだ残っており、技術指導中です。

技術者の派遣を通じて栽培技術の習熟度が高まり、一時期悪化して
いた生産状況が改善しています。水耕溶液の調整などの課題はまだ
残っており、技術指導中です。負債（$5,000）を完済したことで経
常利益が向上しました。

技術者の派遣により病虫害管理は改善しましたが、2016年3月に水
源の小川が干上がり、作付けを放棄せざるを得ませんでした。ネッ
トハウス修繕後、1棟の屋根が再度破れたため、残りの1棟のみで作
付けを行いました。

最初の栽培が開始されたのが2013年末であり、2013年の売り上げ
はありません。技術者の派遣により栽培技術は向上しましたが、栽
培責任者がグループを抜けたため、習熟度に影響が出ました。

現在グループ生産は休止中です。以降は学校給食プログラム向けに
近隣農家の野菜を買い付けて販売することが主活動になっていま
す。2016年度の野菜仲介販売業の売上は$40,913、販売管理費
$37,827、営業利益は$3,085となっています。

ネットハウスの老朽化や線虫により生産量が減少したにもかかわら
ず、人件費の削減により利益は増大しました。酷暑で厳しい栽培条
件のなかなか生産は安定していません。

1 1

1 1

1 1 1 1

1

1 1

活動の主軸がトウモロコシ種子の契約栽培に移り、野菜の栽培は組
合の活動から切り離されました。トウモロコシ種子ビジネスに関し
ては、この野菜グループ栽培の集計には含めていません。現在3棟
のネットハウスは3つの小グループによって管理されています。組
合の運営は順調です。野菜販売の重要性は低下しましたが、自ら販
路を開拓して新作物の栽培を開始し、組合員数・営業利益ともに大
幅に増加した好例です。

生産量・売り上げが減った主因は負債返済のためにネットハウス2
棟を売却したためです。役員は改選され、旧執行役員はグループを
去りましたが、その際の会計の引き継ぎは不透明でした。ネットハ
ウスの老朽化もあって栽培規模は大幅に縮小しています。

生産再開の具体的な見通しはまだ立っていません。

CENTAからの技術支援が得られず、病虫害が発生したため生産量
が減少しました。現在技術者の派遣を通じて能力強化を図っていま
す。2016年に自力でネットハウス1棟を増築した際の人件費も、人
件費の上昇分に含まれています。

2014年末に最初の生産が開始されたため2014年度の売上は限定的
でした。栽培技術の習熟度は高まり、生産状況は比較的安定してい
ます。

ネットハウス風倒により2015年から2016年8月まで生産を休止して
いましたが、AmanecerRuralよりネットハウスの供与を受けて2016
年9月より生産を再開しました。2016年度は野菜販売期間が2カ月
しかないため売り上げは限られていますが、2017年度1月から4月
の野菜売上額は$22,470です。グループ再建に向けてよい滑り出し
を見せています。

2016年上半期に作付けがなされず 2016年10月にはネットハウス1

2014年の生産販売管理費の大部分を初期投資（$8,300）
が占めた。2016年には害虫の被害で生産量が減少したも

その他備考

経営改善手法

ACOPACANES

ACOPABCHA

ACPALMA
(Los Manunes)

Los Ensayos

ACOPROCOCTI

ACOMPAS

ACOPROMEANGU
ERA

↑

△

△

△

× ×

△

↓

1 1 1

1 1 1

 コスト
B/A

AEPANM (*)

ACPACUV

ACOPINALITO

AGROY

ADESCOUYP

2-4

2-5

2-6

グループ名

売り上げ

生産販売
管理費

(B)

 営業利益
X=(A-B)

 収益性 X/A

 人件費を
除いた生
産販売管
理費(C)

人件費と
して地域
に落ちた
お金

(D=A-C)

BL調査以降、AmanecerRuralとFONDEPROの支援を受
け栽培規模を拡大（ネットハウス2棟から8棟へ）した。
2016年の新規投資（土地購入費用$23,810）が収益性を
下げたため収益性が下がったとカウントされたが経営状
態は良好である。2013年は生産資材の全量供与を受けて
いるため、営業利益の正確な比較ができない。最も成長
したグループといえる。利益のうち$10,500は配当金と
してグループ内で分配された。

人件費は削減（$1,500）されたが、資材費が上昇
（$1,300）した。売上増（$1,500）により経営は若干改
善した。

売上高の増加（$2,600）により、2013年度より経営は改
善されたが、野菜共同栽培に積極的に参加しているメン
バーが減ったこと、3月に水源の小川が干上がってしま
うこと、強風によりネットハウスが破損したことなどに
より、経営が軌道に乗ったとは言えない。

2013年はドナーの支援（$41,000）を受けて収支を合わ
せていた。2015年より近隣農家から野菜を買い付けて学
校給食プログラムに供給するという野菜の仲卸が活動の
中心となり、経営状況は改善したが、野菜のグループ栽
培は休止されている。

人件費の大幅な削減（$4,300）により、収量の減少をカ
バーし、営業利益が逆に増加した好例。

2016年度のトウモロコシ種子ビジネスの生産販売管理費
が$155,680、うち人件費が$53,764であったが、2016年
度には入金がありませんでした。2017年6月初旬に販売
した種子の売り上げ（$583,000：$106×5,500qq）が
2017年8月に入金し借り入れ分を返済しました。自発的
な販路開拓活動が収益性の高い種子ビジネスにつながっ
た成功例です。
代表によると、2016－2017年の栽培サイクルにおいて、
$350,000ドルの融資（年利9％）をBFAより受けていま
す。

ネットハウスの風倒により生産量が減少したこと、また
不必要と思われる人件費が膨らんでいたことの2つの要
因で負債が増加したため、資材の売却によって負債を圧
縮することを余儀なくされました。その際のプロセスが
不透明であったことが組織の分裂につながりました。
ネットハウス売却による負債返済額の圧縮（$9,100）、
人件費の抑制（$17,700）、農業資材費の抑制
（$6,300）によって負債はなんとか完済されました。

2013年の生産販売管理費の大部分は初期投資
（$35,000）であり、ドナーの支援（$30,000）と借入に
よって賄われました。2016年は、栽培が限定的でした。
2016年にネットハウスで使う資材を購入する必要があっ
たものの、実際の購入が2017年にずれこんだためです。
2017年4月から生産が開始されました。ネットハウスを
増築し、AEPANMを通じてスーパーへの販売を促進する
意欲を高めていますが、経営はまだ安定していません。

2014年の生産販売管理費の大部分は初期投資
（$21,325）であり、ドナーの支援（$30,000）によって
賄われました。2015年4月以降は、グループの分裂や資
金不足によって生産休止中です。

2014年の生産販売管理費の大部分は初期投資（2014年分
$13,265、3年間計$30,946、2013年より3年間にまたがり
出費）であり、その大部分はドナーによる支援
（$60,000）によって賄われました。2016年度は病害虫
発生による生産量減に伴う売上高の減少（$7,900）と人
件費の上昇（$2,400）により再び赤字となりました。

2014年の生産販売管理費の大部分は初期投資
（$33,500）であり、ドナーの支援（$31,000）によって
賄われました。2016年の人件費には、組合員に対する
ネットハウス建設時の人件費も含まれており、コスト管
理も改善されています。

2014年に倒壊したネットハウスの修復が遅れ、1年以上
栽培が停止していました。2016年9月に栽培を再開しま
したが、収穫期が短かったため2016年度中の売り上げは
限られています。2014年の生産販売管理費には初期投資
の一部（$4,300）を含みます。
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↓

ACOPACI △

1-I

1-J

2-2

2-3

1-A

1-B

1-C

1-D

1-E

1-F

1-G

1-H

△×

↑ ↑

ACOELI

↑ ↑ ↓

↑

↑ ↑

↑ ↑

△ ×

×

×

△

○

○ ○

△

△

△

×

×

△

△

△

↑

↓

↓

↑

↑ ↑

↓

↑

↓

↓

↓

↑

↑

↑

↓ ↓ ↓ ↓ ↑

△

↓

2016年は土地購入（$9,000）により大幅赤字。借入
（$12,000）で現金を調達した。投資関連支出を除くと
生産販売管理費合計は$8,623となり、実質的な赤字額は
$400程度である。

↑ ↑

↓

↑↑

↓

↓

↑

↓

△

××

↑

↓↓

↓

↓

↓

↓

↑

↑↑

↑

↓

↓

↓ ↓

↑

↑ ↓

↓

↑

↑

↑

↑ ↑ ↑ ↑ ↑

↓

↓ ↓↑

↓

↓

↑

↓

↑

↑

↑

↓

↓

↑

↓

↓

↑

↓↓

↓

○

○

○

△△

新しく設置されたネットハウス4棟でトマトのグループ
栽培を開始したことによる売上は$40,100となった。販
管費は総売り上げに対するグループ栽培野菜の売り上げ
割合（9.6%）に応じて割り振った。

障害一覧収益性に影響を与えた要因

技術者の派遣

組織内不和の仲裁、技術者の派
遣

技術者の派遣

モニタリング、技術者の派遣

技術者の派遣、滅菌ランプの交
換

技術者の派遣、潅水装置の修繕

基幹集荷場立ち上げのための調
整、CENTA普及員による技術指
導

CENTA普及員による技術指導

CENTA普及員による技術指導

技術者の派遣、負債削減のため
の助言、役員の改選

技術者の派遣

技術者の派遣

○

技術者の派遣

技術者の派遣、ネットハウスの
修繕

技術者の派遣○

↑

↓

↓

↓

↓

↑

↑

↓

↑

↑

↓

↓

↓

↓

↑

○

農村開発部コメント

↓Las Gemelitas

  

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1



2016 0 0 6,045 6,045 0% 1,051 4,994 4,318 1,727 28.6% 120.2 71% -120.2 
差 0 0 -2,598 -2,598 0% -10,462 7,864 -12,242 9,644

2014 0 0 7,350 7,350 0% 2,995 4,355 5,620 1,730 23.5% 76%
2015 0 0 0 0 0% 58,298 -58,298 58,522 -58,522 N/A N/A
2016 0 0 0 0 0% 325 -325 351 -351 N/A N/A
差 0 0 -7,350 -7,350 0% -2,670 -4,680 -5,269 -2,081

2014 0 0 20,000 20,000 0% 5,100 14,900 8,068 11,932 59.7% 40%
2015 0 0 12,522 12,522 0% 3,664 8,858 5,178 7,344 58.6% -1.0 41% 1.0
2016 996 996 0% 3,021 -2,025 3,686 -2,690 -270.1% -329.8 370% 329.8
差 0 0 -19,004 -19,004 0 -2,079 -16,925 -4,382 -14,622

2014 0 0 0 0 0% 0 0 39,200 -39,200 0.0% 0%
2015 0 0 13,348 13,348 0% 4,305 9,042 13,229 118 0.9% 0.9 99% 99.1
2016 9,603 9,603 0% 8,983 620 12,518 -2,915 -30.4% -30.4 130% 130.4
差 0 0 9,603 9,603 0% 8,983 620 -26,682 36,285

2014 0 0 3,212 3,212 0% 302 2,910 2,802 410 12.8% 87%
2015 0 0 3,284 3,284 0% 1,582 1,702 3,172 112 3.4% -9.3 97% 9.3
2016 0 0 0 0 0% 0 0 0 0 0.0% -12.8 0% -87.2 
差 0 0 -3,212 -3,212 0 -302 -2,910 -2,802 -410
2014 0 0 5,137 5,137 0% 14,005 -8,868 14,056 -8,919 -173.6% 274%
2015 0 0 3,079 3,079 0% 1,227 1,852 1,645 1,434 46.6% 220.2 53% -220.2 
2016 0 0 1,357 1,357 0% 825 532 825 532 39.2% 212.8 61% -212.8 
差 0 0 -3,780 -3,780 0% -13,180 9,400 -13,231 9,451

2014 0 0 0 0 0% 0 0 0 0 NA
2015 0 0 0 0 0% 0 0 0 0 NA
2016 0 0 0 0 0% 0 0 0 0 NA
差 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2014 0 0 3,360 3,360 0% 2,544 816 2,544 816 24.3% 76%
2015 N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A
2016 6,661 N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A
差 6,661 N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A
2014 0 0 4,475 4,475 0%  N/A N/A N/A N/A NA NA
2015 N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A NA NA
2016 N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A NA NA
差 N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A NA NA
2015
2016
2017
差

2015
2016
2017
差

2015 0 0 0 0 0% 0 0 0 0 0.0% 0%
2016
2017 3,510 3,510 0% 1,876 1,089 2,965 545 15.5% 84%
差 3,510 3,510 0 1,876 1,089 2,965 545

15.5% 84%
2015 4,503 4,503 0% 1,337 3,166 1,808 2,695 59.8% 40%
2016
2017 0 0 0% 0 0 0 0 0.0% 0%
差 -60% -40%
2015

2016

2017

差

2015
2016
2017
差

2015 3,182 3,182 0% 721 2,461 1,182 2,000 62.9% 37%
2016
2017 0 0 0% 0 0 0 0 0.0% 0%
差 -63% -37%
2015
2016
2017
差

2015
2016
2017
差

2015
2016
2017
差

2015
2016
2017
差

2015
2016
2017
差

2015
2016
2017
差

2015 0 0 3,579 4,529 0% 695 3,834 2,395 2,134 47.1% 53%
2016 0 0 4,530 4,530 0% 2,796 1,734 4,596 -66 -1.5% 101%
2017 0 0 280 280 0% 560 429 989 -709 -253.0% -300% 353% 300%
差 -3,299 -4,249 0 -135 -3,405 -1,407 -2,842
2015 0 0 0 0 0% 0 0 0 0 0% 0%
2016 0 0 0 0 0% 0 0 0 0 0% 0%
2017 0 0 6,761 6,761 0% 47,015 -40,254 57,272 -50,511 -747.1% 847%
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1 1 1 1

1 1

1 1 1 1

1 1

1 1 1 1

2015年末にAmanecerRuralの支援でネットハウス2棟を新築しまし
たが、グループ栽培には供されず、組合員2人に有償貸与されてい
ます。

2016年度はピーマン1作が行われましたが、会計記録が断片的にし
か現存しません。ネットハウスの倒壊と毎月の電気代支払い（約
700ドル）のため、収益が見込めないと判断したためです。

技術者の派遣により栽培技術は向上していますが、線虫などの影響
で収穫期間が3カ月程度と短いのが現状です。当初より人件費が高
額で推移しているうえ、2016年には自力で資材購入を行ったため資
材費が増加し、収益性が悪化（実質赤字）しました。

2017年度にAmanecerRuralよりネットハウス2棟の新規供与を受
け、6月現在ピーマンの新規作付けを準備中です。

2016年3月から8月期の会計記録は残されていません。2016年8月に
会計残高全額（約$1,600）をメンバー8人に均等分配しました。現
在残高がない状況ですが、状態の良いネットハウス1棟を用いて作
付けを再開する予定です。

1

治安状況の悪化によりプロジェクト活動が実施されませんでした。

2016年度より、プロジェクト活動へ参加呼びかけに応えず、実質的
に脱退しています。
AEPANMの帳簿によると2016年度はスーパー向けにトマト
$6,661.34（11,090lb）の売り上げがあります。

2016年上半期に作付けがなされず、2016年10月にはネットハウス1
棟が風倒したことから生産量が減少しましたが、人件費と資材費を
削減することによってベースライン時より利益は増大しています。

2016年度は野菜生産がほとんどなく、グループの会計記
録が残されていません。ネットハウスの傷みが激しいこ
と、組織のマネジメントに問題があることも要因となっ
ています。

2014年の生産販売管理費の大部分はネットハウスの建設
費（＄12,500）であり、PRODEMOROの支援を受けて賄
われました。2016年に野菜やネットハウス施設の盗難被
害や、ネットハウスの風倒などが重なったことから、野
菜栽培が縮小されました。

エンドライン調査の対象外。治安悪化によりプロジェク
ト活動から脱退しました。

△

△

△

△

のの、人件費の削減（$1,700）、資材費の削減
（$1,900）により利益は改善している。
現在害虫対策は成功している。2017年にネットハウスが
一棟暴風雨で倒壊した。

×

×

△

治安状況の悪化から、2016年度は現地訪問支援が停止されていまし
た。

×△

2-9

2-10

2-11

2-12

2-13

2-7
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エンドライン調査の対象外。プロジェクトから脱退しま
した。

2-14

△

2-8

2-1

×

ACOPACAPE
（Casitas Peñas)

グループ栽培は実施されていません。

2015年の生産販売管理費の大部分はネットハウス2棟の
新規建設（$58,000）であり、ドナーによって賄われま
した。2015年度よりグループ栽培を中止し、組合費を主
財源とする灌漑組合として機能している。もともとグ
ループのものであったネットハウスが個人栽培用となっ
たため、グループの収益が減少しました。

ネットハウスの傷みが激しいこともあり、2017年度はグ
ループ栽培を行わず、組合費を主財源とする灌漑組合と
して機能しています。

2014年はネットハウスの建設が行われ、人件費を除く費
用の大部分はPRODEMOROの支援で賄われた。2016年
度は資材費の増加（2015年比で$5,900）、高額な人件費
（未払い分を含めて$11,200）が収益性を悪化させた。

△

△

△

△ △

×

△
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↓

↑

↑

↑

↓

↓

↓

↓

↓ ↓

↓

↓

×

×△

↑

? ? ? ? ?

? ??

↓ ↓ ↓ ↑↓

↓

↓ ↓

↑ ↑

↑ ↓↑

↓
技術者の派遣開始、組織内不和
の仲裁

CENTA普及員による技術指導、
ネットハウスの修繕

モニタリング

技術者の派遣、ネットハウスの
修繕

CENTA普及員による技術指導

集荷場立ち上げに向けたADEL
ラ・ウニオン・台湾のプロジェ
クトとの調整

CENTA普及員による技術指導、
技術者の派遣開始

CENTA普及員による技術指導、
技術者の派遣開始

技術者の派遣

↓

↓

↓

↑?
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3-1

3-4 La Finquita ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑

3-7 Nueva Guadalupe

3-6 El Jute

グループ栽培は実施されていません。

3-2 El Cedral グループ栽培は実施されていません。

↑

2016年よりピーマンのグループ栽培を開始しました。一
部メンバー（会計と書記）の資金流用によりグループが
分裂しましたが、新規メンバーの参加によりグループは
維持されています。2016年度のグループ栽培データは前
会計担当者の離脱により失われました。

△ × 技術支援調整、実習圃場

実習圃場

実習圃場

実習圃場

3-5 ACOPAF ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ○
2017年に内紛によりグループ栽培が中止され、施設は現
在個人栽培に利用されています。グループメンバーの一
人がギャングに殺害され、活動に影響が出ました。

△ × ×
組織内不和の仲裁、技術者の派
遣、実習圃場

1

1

実習圃場
2016年より小グループによるグループ栽培が実施されて
いますが、個人栽培として集計しています。

2016年にドナーによるマクロトンネル供与を受けました
が、個人によって管理されグループ栽培には利用されて
いません。

△ 実習圃場

3-11 Zamorano ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
2016年ネットハウスの風倒によりMi Fortaleza小グルー
プが解散しました。リモネラ小グループもグループ生産
を中止し、個人による施設管理に移行しました。

× × 実習圃場
2015年度のグループ生産はMiFortaleza小グループとLimonera小グ
ループの合計値。活動開始後すぐにグループ生産は中止されまし
た。

1

実習圃場

Tierra Blanca グループ栽培は実施されていません。

3-14 El Nisperal

実習圃場

3-13 Joya Ancha Arriba グループ栽培は実施されていません。

3-15 グループ栽培は実施されていません。

グループ栽培は実施されていません。

実習圃場

3-17 Las Maderas グループ栽培は実施されていません。

3-16 La Lima

↓ ↑ ○

売掛金（$1,300）が仲買人に踏み倒されて実質回収不能
となったことが響き、2016年度は赤字となりました。
2017年10月にハリケーンによってピーマンが全滅しまし
た。

× ×

グループ栽培は実施されていません。

↓ ↓ ↓
ネットハウス修繕支援、栽培技
術支援、実習圃場

2017年10月にハリケーンによって洪水となり、作付が全
滅して生産面で大きなダメージを受けました。破れた
ネットを継ぎはぎし、ネットハウス一棟を修復して栽培

ネットハウス修繕支援 栽培技
2017年、ドナーによってネットハウス2棟の供与を受けてトマトと

1 13-18 La Galera ↓ ↓

Plan Grande

Perico Gigante

Altos del Imbo

Nueva España

El Manguito

La Guacamayera

La Constancia

ACPABALE

Árbol de Cortez

1

第
3活

動
サ

イ
ク

ル

1

1

1

1

Los Ranchos



差

-747% 847%
2015 4,907 4,907 0% 760 4,147 1,796 3,111 63.4% 37%
2016 4,477 4,477 0% 816 3,661 2,079 2,398 53.6% 46%
2017
差

2015

2016

2017

差

2015
2016
2017
差

2015 6,005 6,005 0% 1,289 4,716 2,720 3,285 54.7% 45%
2016
2017
差

9 9 19 15 13 12 14 24 11 12 3 5 18 19 11 11 14 19 9 25

改善率 該当グループ総数 26 35% 35% 73% 58% 50% 46% 54% △：売上減少、コスト増大、負債返済額増大 69% 73% 42% 42% 54% 73% 35% 96%
注： 初期投資（ 主にド ナーが負担） も生産販売管理費に含めてある。 Perico Gigante, Altos del Imbo, Casitas Peñaの3グループを除く ×：深刻な影響

111 1 1 1

3-9

状況が改善されたグループの数

2015年8月よりピーマンのグループ栽培を開始。2016年に内紛によ
りグループが分裂し、プロジェクト活動から脱退しました。2016年
のデータは内紛前のものです。

3-3 ACOPACA
組織内不和の仲裁、技術者の派
遣

エンドライン調査の対象外。グループが内紛により分裂
し、グループ栽培は中止されました。施設が個人栽培に
利用されるようになりました。

×

エンドライン調査の対象外。グループ栽培は実施されて
いません。

3-8
ヒカマフェスティバルの支援などを試みましたが、肝心の対象農家
の参加率が低く、プロジェクト活動から実質的に脱退しています。

エンドライン調査の対象外。グループ栽培は実施されて
いません。

ヒカマフェスティバルの支援などを試みましたが、肝心の対象農家
の参加率が低く、プロジェクト活動から実質的に脱退しています。

3-10 Hacienda Nueva ? ? ? ? ? ? ?
エンドライン調査の対象外。治安悪化と生産者の士気低
下によりプロジェクト活動から脱退しました。

△ × 実習圃場
SanJose小グループによってグループ栽培が実施されていました
が、グループからの申し入れによりプロジェクト活動から脱退しま
した。

3-19 APROSB ↑ ↑ ↑ ↓ ↓ ↓ ↑ を再開しています。ネットハウス建設に$39,500を投資
しましたが、大部分はAmanecerRuralによる資金供与を
受けています。洪水に加えてネットハウス建設などのた
めの人件費（$10,257）がかさみ赤字となっています。

×
ネットハウス修繕支援、栽培技
術支援、実習圃場

ピーマンのグループ栽培を開始しました。DGSVAではなく
AmanecerRuralとCENTAからBPAの指導を受けています。

1 1

Los Girones

La Jícama
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